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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 233,195 247,232 362,489 401,056 517,597

経常利益 （百万円） 8,379 10,102 18,470 23,769 28,190

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 3,482 5,888 9,857 13,424 17,356

包括利益 （百万円） 3,131 7,141 10,543 13,508 18,558

純資産額 （百万円） 52,266 64,455 89,803 103,969 133,501

総資産額 （百万円） 86,529 97,592 177,433 228,663 236,238

１株当たり純資産額 （円） 288.18 317.25 396.63 449.03 542.45

１株当たり当期純利益 （円） 19.81 32.23 47.36 61.21 75.76

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 17.88 30.18 45.46 57.02 73.73

自己資本比率 （％） 58.7 63.4 49.0 43.1 53.8

自己資本利益率 （％） 7.1 10.5 13.2 14.5 15.4

株価収益率 （倍） 13.1 16.8 19.3 22.7 21.5

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 10,169 7,787 10,863 28,894 13,279

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △972 △964 △51,306 △13,529 △15,065

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △2,229 △1,018 32,294 8,937 △7,213

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 37,922 43,824 35,957 60,205 51,138

従業員数
（人）

5,061 5,970 10,629 12,587 16,542

(外、平均臨時雇用者数) (6,076) (7,669) (11,688) (13,319) (21,401)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度

より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

３．当社は、平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。第４期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を計算しております。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 6,588 6,110 6,500 8,720 8,862

経常利益 （百万円） 3,584 3,179 2,846 5,956 5,588

当期純利益 （百万円） 3,470 3,125 2,753 6,089 5,463

資本金 （百万円） 2,000 2,000 9,980 10,081 17,055

発行済株式総数 （千株） 65,521 65,521 73,521 73,593 235,791

純資産額 （百万円） 39,686 47,305 65,466 69,393 86,151

総資産額 （百万円） 45,150 48,293 117,728 119,389 124,321

１株当たり純資産額 （円） 225.35 242.45 298.55 316.15 367.38

１株当たり配当額

（円）

14 18 24 32 25

（うち１株当たり中間配当

額）
（6） （8） （10） （14） （18）

１株当たり当期純利益 （円） 19.74 17.11 13.23 27.77 23.85

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 17.81 16.02 12.70 25.87 23.21

自己資本比率 （％） 87.9 98.0 55.6 58.1 69.3

自己資本利益率 （％） 9.1 7.2 4.9 9.0 7.0

株価収益率 （倍） 13.2 31.6 69.0 49.9 68.4

配当性向 （％） 23.6 35.1 60.5 38.4 54.5

従業員数
（人）

54 62 61 96 180

(外、平均臨時雇用者数) (0) (1) (1) (13) (29)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。第４期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株

当たり当期純利益を計算しております。第８期の１株当たり配当額25円は当該株式分割前の１株当たり中

間配当額18円と当該株式分割後の１株当たり配当額7円を合算した金額となっております。
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２【沿革】

　当社は、平成20年10月１日付にて、テンプスタッフ㈱とピープルスタッフ㈱（現：テンプスタッフ・ピープル㈱、

以下同じ。）の株式移転により、両社を完全子会社とする持株会社として設立されました。当社設立並びに当連結会

計年度末までの沿革は以下のとおりであります。

年　月 事　　　　　項

平成20年４月 テンプスタッフ㈱及びピープルスタッフ㈱（現：テンプスタッフ・ピープル㈱、以下同じ。）両

社の取締役会において、株主総会の承認を前提として、株式移転による共同持株会社を設立に関

する「統合契約書」締結について決議

　　　　５月 テンプスタッフ㈱及びピープルスタッフ㈱両社の取締役会において、株主総会に付議すべき株式

移転に関する議案の内容を決議、並びに「株式移転計画」を作成

　　　　６月 テンプスタッフ㈱及びピープルスタッフ㈱両社の定時株主総会において、両社が共同で株式移転

の方法により当社を設立し、両社がその完全子会社となることについて決議

　　　　10月 テンプホールディングス㈱設立、東京証券取引所に株式を上場

平成21年３月 専門職種の強化、販売職の事業強化を目指して㈱サポート・エーの株式を取得し、子会社化

　　　　４月 グループ体制整備の一環として、ピープルスタッフ㈱をテンプスタッフ・ピープル㈱に社名変

更、テンプスタッフ㈱より同社へ東海地域の事業を吸収分割・統合し、東海地域の営業体制を一

本化

　　　　５月 専門職種の強化を目的としてテンプスタッフ・ライフアドバイザリー㈱の株式を追加取得し、子

会社化

 主力事業の補完並びに収益基盤の強化を目的とした再就職支援事業拡充を目指し、日本ドレー

ク・ビーム・モリン㈱（現：テンプスタッフキャリアコンサルティング㈱）の株式を取得し、子

会社化

       ７月 主力事業並びに収益基盤の強化を目的として、富士ゼロックスキャリアネット㈱の株式を取得し

子会社化、テンプスタッフ・クロス㈱に社名変更し営業開始

　　　　11月 中期経営戦略の一つである「専門分野への積極展開」を目的とし、㈱日本テクシードと資本業務

提携契約を締結、同社株式に対する公開買付けの結果、子会社化

平成22年５月 中期経営戦略の一つである「グローバル市場への積極展開」を目的とし、従前から協力関係にあ

る米国の人材サービス会社であるケリーサービス（Kelly Services, Inc.）と同社の株式買取契

約を締結し株式を取得、協力関係強化に向けた協議開始

 アウトソーシング事業のサービスラインナップ強化を目指して㈱ハウコムの株式を取得し、子会

社化

平成23年１月 サービスラインナップ強化並びにアウトソーシング事業の事業基盤強化を目指し、東洋ソフト

ウェアエンジニアリング㈱の株式を取得し、子会社化

　　　　８月 技術系人材サービスの連携強化並びに専門事業領域における技術系人材基盤の強化、またそれに

向けた経営資源の最適化を目的とし、㈱日本テクシードを株式交換により完全子会社化

　　　　11月 主力事業並びに収益基盤の強化を目的として㈱コベルコパーソネルの株式を取得し、子会社化

 主力事業の補完並びに専門職種の強化を目指し、㈱日経スタッフの株式を取得し子会社化、テン

プスタッフ・メディア㈱に社名変更し営業開始

平成24年５月 専門分野への積極展開及びサービスラインナップ強化を目的とし、㈱アイ・ユー・ケイとの合弁

会社として、PVネクスト㈱を設立

　　　　８月 「グローバル市場の積極展開」を目的とし、中国・上海市にテクシード上海（特酷時度汽車技術

開発（上海）有限公司）を設立

　　　　11月 専門分野への積極展開を目的とし、ヘルスケア領域を取り扱うテンプスタッフ・メディカル㈱に

同領域の事業を取り扱う旭化成ライフサポート㈱を吸収合併、テンプスタッフ・ライフサポート

㈱へ商号変更

 「グローバル市場への積極展開」を目的とし、テンプスタッフ香港㈱をTSケリーワークフォース

ソリューションズ（TS Kelly Workforce Solutions Limited）へ商号変更。またケリーサービス

との合弁事業化により、北アジア地域（中国、香港、台湾及び韓国）における営業新体制を一新

　　　　12月 「グローバル市場への積極展開」を目的とし、ベトナム・ホーチミン市にテンプベトナム（TEMP

VIETNAM CO.,LTD)を設立
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年　月 事　　　　　項

平成25年３月 中期経営戦略の実現に向け、㈱インテリジェンスホールディングスの株式の取得を決議

 専門分野への積極展開並びに専門事業領域における技術系人材基盤の強化を目的とし、パナソ

ニックAVCテクノロジー㈱及びパナソニックAVCマルチメディアソフト㈱の株式を取得し、子会社

化、それぞれAVCテクノロジー㈱、AVCマルチメディアソフト㈱に社名変更し営業開始

　　　　４月 ㈱インテリジェンスホールディングスの株式を取得し、子会社化

　　　　５月 専門分野及び新たな職種領域への積極展開を目的に㈱DRDの株式を取得し、子会社化

　　　　６月 専門事業領域における技術系人材基盤の強化を目的とし、沖縄県那覇市に㈱インテリジェンスビ

ジネスソリューションズ沖縄を設立

　　　　10月 「グローバル市場への積極展開」一環として、システム開発受託体制強化を目的とした海外開発

拠点、インテリジェンスビジネスソリューションズベトナム（Intelligence Business

Solutions Vietnam Co., Ltd.）をベトナム・ホーチミン市に設立

平成26年５月 アジア地域における事業強化を目的として、南アジアの地域統括会社 TS Intelligence South

Asia Holdings Pte.Ltd.を設立、北アジア統括会社 TS Kelly Workforce Solutions Limitedと

共に南・北アジア地域統括会社体制を構築

　　　　９月 主力事業並びに収益基盤の強化を目指し㈱キャリアライズの株式を取得し、子会社化

平成27年２月 メディア事業におけるサービス強化及び事業拡大を目指し、LINE㈱との合弁会社として㈱AUBEを

設立

 主力事業及び国内の事業体制強化を目指し、テンプスタッフ・カメイ㈱の株式を追加取得し、子

会社化

　　　　３月 主力事業並びに収益基盤の強化を目的としてパナソニック エクセルスタッフ㈱の株式を取得

し、同社及び同社子会社３社を子会社化

 国内各事業に対するシェアード機能強化を目指し、THDシェアードセンター㈱を設立

　　   ６月 主力事業並びに収益基盤の強化を目的として㈱P&Pホールディングスの株式を公開買付により取

得し、同社及び同社子会社６社を子会社化

　     10月 アジア地域における事業強化を目的として、Capita Pte. Ltd.及び同社子会社２社の株式を取得

し子会社化

　     11月 専門分野への積極展開を目的として㈱メディクロスの株式を取得し子会社化

 コーポレートベンチャーキャピタル機能として、Temp Innovation Fund合同会社を設立

平成28年１月 アジア地域における事業強化を目的として、First Alliance Co.,Ltd.の株式を取得し子会社化
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、人材にまつわる様々なビジネスを提供する総合人材サービスを主たる

業務としております。新たなビジョンとして「人と組織の成長創造インフラへ」を掲げ、働く人々に成長の場を提供す

るとともに組織の成長に貢献できる幅広いサービスの提供を目指しております。一方で時代とともに移り変わる利用者

ニーズに対し、セグメント機能の充実やグループ全体を統括する機能の調整を図ることで、時流に合わせたマネジメン

トラインを構築し、グループ全体の事業成長を目指しております。

　係る方針に基づき、当社グループは平成28年３月31日現在、当社、連結子会社84社及び関連会社３社により構成され

ております。

　なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当しており、

これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することとなり

ます。

　事業運営体制において、当連結会計年度は、「派遣・BPO」「ITO」「エンジニアリング」「リクルーティング」の４

つのセグメント体制で運営いたしました。これは平成27年３月期、グループ経営の効率化と経営資源の最適配分を目指

したマネジメントラインの再構築による７つの報告セグメント「派遣」「BPO」「ITO」「エンジニアリング」「メディ

ア」「キャリア」「NED」から、更なるセグメント機能の充実と関連する事業の連携強化を図るため、セグメントの一

部を再編したものであります。各セグメントにおける戦略立案機能及び推進力の強化を図る一方、グループ全体を統括

する機能別役割の強化や責任の明確化を進め、当社グループを取り巻く変化の早い事業環境に対し機動的な経営判断を

実現し、各事業における成長速度の引き上げを目的としております。

 　※１ BPO：Business Process Outsourcing（業務プロセスの委託）

 　※２ ITO：IT Outsourcing（ITアウトソーシング）

　　※３ NED：New Enployment Development（新たな雇用開発）

　当社グループの各セグメントにおける主な事業内容は次のとおりであります。

①派遣・BPO

<派遣事業>

　当社グループが行う派遣事業は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」

（以下「労働者派遣法」という。）の規定に従い、労働者派遣事業の許可を受けて行う人材派遣事業であります。

　人材派遣（労働者派遣）を行うにあたっては、派遣での就業を望む労働者を広く募集し、当社グループが定めた登

録基準及び登録手続きに則り登録した労働者（以下「登録者」という。）の中から、企業の依頼内容（期間・業務内

容・必要とされる経験や技能等）に適した登録者を選定し、企業と当社グループとの間で労働者派遣契約（期間・業

務内容等を定めるもの）を締結、また登録者と当社グループとの間で期間を定めた雇用契約（期間・業務内容・就業

条件等を定めるもの）を締結したうえで企業に派遣しております。労働者派遣は、派遣労働者の雇用者(当社グルー

プ)と使用者（派遣先企業）が異なることが特徴であり、派遣労働者は派遣先企業での就業において派遣先企業から

指揮命令を受け、労働者派遣契約で定めた業務を行います。

　なお、当社グループでは、平成12年12月の法改正によって解禁された紹介予定派遣（労働者派遣事業及び有料職業

紹介事業の許可を持つ事業者のみ行うことが出来る、有料職業紹介を予定して行う労働者派遣）を行っております。

　当社グループと派遣先企業、派遣労働者の関係は次の図のようになります。
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<BPO事業>

　当社グループが行うBPO事業は、企業と業務委託契約を締結し、業務コンサルティング及び業務設計、業務の運

営・管理等を行うものであります。

　業務委託契約に基づき、受託対象となる業務について業務フローや工数、運用上の課題把握等、現状分析を行い、

新たな業務フローの設計や運営体制の構築、業務マニュアルの作成等を含めたBPOサービスを提供しております。受

託する業務は、受付や受注処理等の事務業務、給与計算、データ入力、テレマーケティング等、多岐にわたってお

り、また事業遂行にあたっては受託する業務の特性や顧客企業の要望などに応じ、顧客企業内において業務を行う場

合や当社グループ内で行う場合があります。当該受託業務の規模により多くの契約社員等の雇い入れや事業所の確保

が必要な場合があります。

　当社グループと企業との関係は次の図のようになります。

②ITO

＜ITO事業＞

　当社グループが行うITO事業は、通信ネットワークやシステム関連の企画・開発、ICTアウトソーシング、ソフトウ

エアの受託開発を行っております。遠隔地や海外に拠点を設けることによるグローバル環境下における次世代のIT技

術人材の育成のほか、当社グループで培ったノウハウによる人事関連システムの自社開発等により総合ERPシステム

の提供を行なっております。

　当社グループと顧客企業、また労働者との関係は①派遣・BPOにおける<派遣事業><BPO事業>に準じております。

③エンジニアリング

<エンジニアリング事業>

　当社グループが行うエンジニアリング事業は、主に機械設計、電気・電子設計、開発等の専門的技術開発に携わる

技術系人材領域に係る人材サービスに特化した事業を行なっております。顧客企業における製品企画・構想、設計開

発等の設計開発の上流工程から試作・評価・試験という下流工程までの全工程について、プロジェクト内容や規模に

応じた支援体制を顧客企業へ提案し、人材派遣や業務の受託等により研究開発の支援を行う事業であります。

　当社グループと顧客企業、また労働者との関係は①派遣・BPOにおける<派遣事業><BPO事業>に準じております。

④リクルーティング

<メディア事業>

　「an」ブランドを中心とした、アルバイト・パート領域の求人メディアの運営（情報誌・WEB）を行っておりま

す。顧客企業から出稿された広告を編集し、情報誌やWEBにより効果的な広告掲載を行う事業であります。

　当社グループと求人企業、求職者の関係は次の図のようになります。

 

<キャリア事業>

　昭和22年に施行された「職業安定法」に基づいて厚生労働大臣より「有料職業紹介事業」の許可を受け、主に

「DODA」ブランドにて行う有料職業紹介事業及び正社員領域における求人メディアの運営、また同法の許可を受け行

う再就職支援事業、並びに中国及び東南アジアを中心とした海外各地における人材紹介サービス、人事労務コンサル

ティング等の事業を行っております。

　有料職業紹介を行うにあたっては、企業に直接雇用されることを望む労働者（以下「求職者」という。）を広く募

集し、企業の求人依頼における諸条件（業務内容・必要とされる経験や能力、雇用条件等）と求職者の希望条件とを

照合し、求人企業へ求職者を紹介しております。求人企業と求職者の間で面接等を行った結果、双方の合意によって
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雇用契約が成立した場合、当社グループは求人企業から対価（紹介手数料）を得ます。また「DODA」ブランドを有

し、正社員領域における求人メディアの運営や転職フェアの開催等を行っております。

　再就職支援事業においては、顧客企業との契約に基づき、顧客企業の従業員へキャリアカウンセリング、面接指導

等の転職支援サービスの提供、求人企業への斡旋を行っております。

　有料職業紹介における当社グループと求人企業、求職者の関係及び、再就職支援事業における当社グループと企

業、再就職支援対象者との関係は、それぞれ次の図のようになります。なお、求人メディアにおける主な事業内容は

<メディア事業>に準じております。

・有料職業紹介

 

・再就職支援

　有料職業紹介の対象となる業務は職業安定法によって定められており、港湾業務や建設業務を除く業務とされてお

ります。

⑤その他の事業

　当社グループのシェアードサービス等、グループ全体に係る事業並びに教育研修事業、障がい者に関連する事業、

保育人材サービス及び保育所運営事業等を行っております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）      

テンプスタッフ㈱

（注）３　（注）４
東京都渋谷区 1,010 派遣・BPO 100.0

業務管理

役員の兼任有り

資金の貸付

テンプスタッフ・ピープル㈱
愛知県名古屋

市中区
495 派遣・BPO 100.0

業務管理

役員の兼任有り

テンプスタッフ・テクノロジー

㈱
東京都渋谷区 90 派遣・BPO

100.0

(100.0)
業務管理

テンブロス㈱ 東京都渋谷区 80 派遣・BPO
100.0

(100.0)
業務管理

テンプスタッフファミリエ㈱ 長野県長野市 35 派遣・BPO
100.0

(100.0)
業務管理

テンプスタッフ福岡㈱ 福岡市中央区 30 派遣・BPO
100.0

(100.0)

業務管理

資金の借入

テンプスタッフプラス㈱ 東京都渋谷区 40 派遣・BPO
100.0

(100.0)

業務管理

資金の借入

テンプスタッフ・クリエイティ

ブ㈱
東京都港区 30 派遣・BPO

100.0

(100.0)

業務管理

資金の借入

パーソナル㈱ 東京都中央区 50 派遣・BPO
100.0

(100.0)
業務管理

㈱サポート・エー 東京都渋谷区 91 派遣・BPO
100.0

(100.0)
業務管理

テンプスタッフグロゥ㈱ 群馬県前橋市 40 派遣・BPO
100.0

(100.0)
業務管理

テンプスタッフ・クロス㈱ 東京都港区 300 派遣・BPO
90.0

(90.0)
業務管理

㈱コベルコパーソネル
兵庫県神戸市

中央区
80 派遣・BPO

80.0

(80.0)
 

テンプスタッフ・メディア㈱ 東京都中央区 100 派遣・BPO
90.0

(90.0)
業務管理

㈱キャリアライズ 東京都中央区 200 派遣・BPO
100.0

(100.0)
業務管理

パナソニック エクセルスタッフ

㈱

大阪府大阪市

中央区
90 派遣・BPO

66.61

(66.61)

役員の兼任有り

業務管理

パナソニック エクセルテクノロ

ジー㈱

大阪府大阪市

北区
10 派遣・BPO

100.0

(100.0)
役員の兼任有り

パナソニック エクセルプロダ

クツ㈱

大阪府大阪市

北区
30 派遣・BPO

100.0

(100.0)
役員の兼任有り

パナソニック エクセルアソシ

エイツ㈱

大阪府大阪市

中央区
9 派遣・BPO

100.0

(100.0)
役員の兼任有り

テンプスタッフ・カメイ㈱ 宮城県仙台市 50 派遣・BPO
51.0

(51.0)

役員の兼任有り

資金の借入

テンプスタッフ・営業支援㈱ 東京都渋谷区 30 派遣・BPO
100.0

(100.0)

業務管理

役員の兼任有り

㈱日本アイデックス 東京都豊島区 93 派遣・BPO
100.0

(100.0)

業務管理

役員の兼任有り

テンプスタッフ・ライフサポー

ト㈱
東京都新宿区 60 派遣・BPO

100.0

(100.0)
 

㈱ハウコム
神奈川県川崎

市川崎区
330 派遣・BPO

100.0

(100.0)
業務管理
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

PVネクスト㈱ 東京都新宿区 150 派遣・BPO
100.0

（100.0)
業務管理

㈱P&Pホールディングス 東京都新宿区 100 派遣・BPO
100.0

(100.0)
役員の兼任有り

㈱ピーアンドピー 東京都新宿区 100 派遣・BPO
100.0

(100.0)

役員の兼任有り

資金の借入

㈱ピーアンドピー・キャリア
大阪府大阪市

北区
50 派遣・BPO

100.0

(100.0)
役員の兼任有り

㈱ピーアンドピー・インベック

ス
東京都新宿区 100 派遣・BPO

100.0

(100.0)
役員の兼任有り

㈱P&Pデザイン 東京都新宿区 50 派遣・BPO
100.0

(100.0)
役員の兼任有り

㈱リライン 東京都新宿区 12 派遣・BPO
100.0

(100.0)
役員の兼任有り

㈱ジャパンプロスタッフ 東京都新宿区 30 派遣・BPO
90.0

(90.0)
役員の兼任有り

㈱メディクロス 東京都大田区 85 派遣・BPO
100.0

(100.0)
 

テンプスタッフ・インテグレー

ション㈱
東京都豊島区 30 派遣・BPO

100.0

(100.0)

業務委託先

業務管理

資金の借入

㈱インテリジェンスビジネスソ

リューションズ
東京都江東区 310 ITO

100.0

(100.0)
業務管理

㈱IBS Global Bridge 沖縄県那覇市 50 ITO
100.0

(100.0)
業務管理

Intelligence Business

Solutions Vietnam Co., Ltd.

ベトナム

ホーチミン市

1,043,250

千VND
ITO

100.0

(100.0)
 

㈱日本テクシード
愛知県名古屋

市中区
495 エンジニアリング 100.0

業務管理

役員の兼任有り

資金の借入

AVCテクノロジー㈱ 大阪府門真市 50 エンジニアリング
66.6

(66.6)
業務管理

AVCマルチメディアソフト㈱ 大阪府門真市 200 エンジニアリング
66.6

(66.6)
業務管理

㈱DRD 埼玉県上尾市 70 エンジニアリング
100.0

（100.0)
業務管理

㈱インテリジェンス

（注）４

東京都千代田

区
1,000 リクルーティング 100.0

役員の兼任有り

業務管理

資金の貸付

㈱AUBE
東京都千代田

区
300 リクルーティング

51.0

(51.0)
役員の兼任有り

テンプインターナショナル㈱ 東京都渋谷区 340 リクルーティング
100.0

(100.0)
海外法人支援

テンプスタッフキャリアコンサ

ルティング㈱
東京都港区 40 リクルーティング 100.0 業務管理

TS Kelly Workforce Solutions

 Limited　（注）３
香港

228,825

千HK$
リクルーティング

51.0

(51.0)
役員の兼任有り
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

TS Intelligence South Asia

Holdings Pte.Ltd.
シンガポール

16,532

千S$
リクルーティング 100.0 役員の兼任有り

TS Consulting International,

Inc.

米国カリフォ

ルニア州

500

千US$
リクルーティング

100.0

（100.0)

役員の兼任有り

業務管理

Tempstaff Shanghai Co., Ltd. 中国上海市
1,222

千US$
リクルーティング

100.0

（100.0)
 

Shanghai Tempstaff

Consulting Co., Ltd.
中国上海市

300

千US$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Intelligence Korea Co., Ltd. 韓国ソウル市
691,200

 千KRW
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Suzhou Tempstaff Consulting

Co., Ltd.

中国江蘇省

蘇州市

3,000

千RMB
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Intelligence Taiwan Co.,

Ltd.
台湾台北市

10,000

千台湾$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Staff Management Consultancy

Limited
香港

840

千US$
リクルーティング

100.0

(100.0)
役員の兼任有り

Intelligence Hong Kong

Limited
香港

262

千US$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Intelligence SMC Consulting

Limited
香港

1,000

千HK$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

英創安衆企業管理諮詢(深圳)有

限公司

中国広東省深

セン市

100

千RMB
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

英創人力資源服務（深圳)有限

公司

中国広東省深

セン市

125

千US$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

英創人材服務（上海）有限公司 中国上海市
21,999

千RMB
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

英創安衆企業管理諮詢(上海)有

限公司
中国上海市

828

千RMB
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

英創人材服務（大連）有限公司
中国遼寧省大

連市

500

千RMB
リクルーティング

100.0

(100.0)
役員の兼任有り

Intelligence Asia Pte. Ltd. シンガポール
700

千S$
リクルーティング

100.0

(100.0)
役員の兼任有り

Tempstaff (Guangzhou) Co.,

Ltd.

中国広東省

広州市

506

千US$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

PT.Intelligence HRSolutions

Indonesia

インドネシア

ジャカルタ

300

千US$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

INTELLIGENCE VIETNAM CO.,

LTD.

ベトナム

ホーチミン市

655

千US$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Kelly Services Hong Kong

Limited
香港

78,324

千HK$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Shanghai Kelly Services

Human Resources Co., Ltd.
中国上海市

5,473

千US$
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

BTI Consultants Korea, Ltd. 韓国ソウル市
10,000

千KRW
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Kelly Services, KOREA Ltd. 韓国ソウル市
1,127,000

千KRW
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

Capita Pte.Ltd. シンガポール
2,240

千S$
リクルーティング 100.0  

Capita Global Holdings

Pte.Ltd.
シンガポール

600

千S$
リクルーティング

100.0

(100.0)
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

Capita Search Pte.Ltd. シンガポール
100

S$
リクルーティング

99.0

(99.0)
 

Capita Global Outsourcing

Sdn.Bhd.
マレーシア

100

千MYR
リクルーティング 100.0  

Capita Global Sdn.Bhd. マレーシア
500

千MYR
リクルーティング

100.0

(51.0)
 

Mytalent Solutions Sdn.Bhd. マレーシア
2

MYR
リクルーティング

100.0

（100.0)

役員の兼任有り

資金の貸付

First Alliance Co.,Ltd.
ベトナム

ホーチミン市

 6,000,000

千VND
リクルーティング

100.0

(100.0)
 

テンプスタッフ・ウィッシュ㈱ 東京渋谷区 45 その他 100.0
役員の兼任有り

業務管理

テンプスタッフラーニング㈱ 東京都渋谷区 30 その他 100.0 業務管理

テンプスタッフ・ウェルフェア

㈱
東京都品川区 68 その他 100.0

業務管理

役員の兼任有り

㈱フロンティアチャレンジ 東京都港区 45 その他
100.0

(100.0)
業務管理

㈱インテリジェンスHITO総合研

究所

東京都千代田

区
30 その他 100.0 役員の兼任有り

サンクステンプ㈱ 東京都中野区 10 その他 100.0 業務管理

THDシェアードセンター㈱ 東京都渋谷区 10 その他 100.0
業務委託先

業務管理

Temp Innovation Fund合同会社 東京都渋谷区 1 その他 100.0
投資目的会社

資金の借入

（持分法適用関連会社）      

テンプスタッフ・ライフアドバ

イザリー㈱
東京都港区 33 派遣・BPO

50.0

(50.0)
 

㈱イー・スタッフィング
東京都千代田

区
330 派遣・BPO 33.3 役員の兼任有り

㈱ベネッセⅰ-キャリア 東京都新宿区 261 リクルーティング
49.0

(49.0)
 

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３．特定子会社であります。

　４．テンプスタッフ㈱及び㈱インテリジェンスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の

連結売上高に占める割合が10％を超えております。

テンプスタッフ㈱

主要な損益情報等　　　（１）売上高　　　　　188,458百万円

（２）経常利益　　　　 11,181百万円

（３）当期純利益　　　 8,379百万円

（４）純資産額　　　　 44,570百万円

（５）総資産額　　　　 94,780百万円

㈱インテリジェンス

主要な損益情報等　　　（１）売上高　　　　　 86,345百万円

（２）経常利益　　　　 9,645百万円

（３）当期純利益　　　　4,665百万円

（４）純資産額　　　　 22,494百万円

（５）総資産額　　　　 41,054百万円
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

　第１四半期連結会計期間より、セグメント機能の充実と関連する事業の連携強化を目指し、セグメントの再編を

行っております。

　各セグメントにおける当連結会計年度末現在の従業員数は、以下のとおりであります。

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

派遣・BPO 6,081 ( 15,793)

ITO 2,386 (   741)

エンジニアリング 2,448 (   380)

リクルーティング 5,263 ( 3,777)

　全社及びその他事業 364 (   710)

合計 16,542 ( 21,401)

（注）１.従業員数は就業員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（契約社員、派遣社員）は、（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

２.前連結会計年度末日比で従業員数が3,955名、臨時雇用者数が8,082名増加しているのは、主に派遣・BPO並び

にリクルーティングにおける業容拡大、また㈱P&Pホールディングス、Capita Pte.Ltd.等の連結子会社の増

加によるものであります。

（２）提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

180（ 29） 37.5 9.4 7,033,266

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員、派遣社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載

しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３. 当社の従業員は、当社グループ全体に係る管理・企画等の業務を行っており、特定のセグメントに区分でき

ないため、セグメントごとの従業員数は記載しておりません。

４．当社の従業員は、主に子会社であるテンプスタッフ㈱及び㈱インテリジェンスからの出向者であります。

そのため平均勤続年数については、当社設立以前よりそれぞれ通算し算出しております。

５.事業年度末日比で従業員数が84名、臨時雇用者数が16名増加しているのは、主に業容拡大に伴う運営体制の

強化によるものであります。

（３）労働組合の状況

　当社には、労働組合は結成されておりません。また労使関係につきまして、記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当連結会計年度における我が国経済は、政府による経済政策や金融政策を背景に企業収益は概ね堅調に推移し、

総じて緩やかな回復基調が継続いたしました。一方、アメリカの金融政策の正常化、また中国をはじめとするアジ

ア新興国等を中心とした海外経済の景気減速、国内における個人消費、輸出等の伸び悩みなど、年度後半は先行き

の不透明感が一層強まる状況となりました。

景気回復基調が続くなか、雇用情勢においては企業収益の堅調な推移を背景に着実な改善が進み、有効求人倍率

等の雇用関連指標は持続的に良化いたしました。当社グループの属する人材ビジネス業界においても、人材紹介や

人材派遣等を中心に顧客企業からの需要は強く、人材サービスに関連する市場は全体として拡大傾向で推移いたし

ました。

このような事業環境のもと、当社グループでは、平成27年６月に販売・営業領域における人材サービスの強化及

び事業拡大を目指し、相互補完的な事業成長が見込める㈱P&Pホールディングスの株式を取得し子会社化いたしまし

た。また海外戦略の一環として、かねてからアジア戦略のハブ拠点となるシンガポールに合弁会社を設立し協業関

係にあったCapita Pte. Ltd.（シンガポール）の株式を平成27年10月に取得いたしました。さらにアジア地域にお

いては、平成28年４月８日に発表いたしましたとおり、協業関係にあるKelly Services, Inc.との一部アジア地域

における合弁事業を今後、アジア・パシフィック全域に拡大することを合意しております。新しい合弁事業の名称

を「TS Kelly Asia Pacific」とし、両社の経営陣により構成される共同委員会を設け、更なる協業の可能性につい

て検討を深めてまいります。

一方、当社グループの主力事業のひとつである人材派遣においては、平成27年９月11日「労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部を改正する法律」が成立、平成27年９月30日に施行さ

れました。この法改正で労働者派遣事業の許可制への一本化、労働者派遣の期間制限の見直し、キャリアアップ措

置、均衡待遇の推進等が新たに盛り込まれました。また、平成24年の労働者派遣法改正に基づき労働契約申し込み

みなし制度も平成27年10月１日より施行されました。当社グループの属する日本人材派遣協会において、今後一部

の派遣労働者に対するキャリアアップ措置として義務化される研修について、加盟企業の共通カリキュラムを作成

するなど、業界全体での取り組みを進める一方、当社グループにおいても新たに施行された法律の趣旨に則り、中

長期的な視点から派遣労働者の地位向上に繋がるよう、真摯に準備を進めております。

事業運営体制の面においては、成長戦略の一環として更なるセグメント機能の充実、関連する事業の連携強化を

図るべく、当連結会計年度は「派遣・BPO（※１）」「ITO（※２）」「エンジニアリング」「リクルーティング」

の４セグメント体制にて事業運営を進めてまいりました。各セグメントには執行役員を配し、セグメント領域にお

ける立案機能及び推進力強化を図るほか、当社の法務、人事、財務、情報システムなどグループ全体を統括する機

能を有する各部門にも各々執行役員を配し、事業拡大に合わせた運営体制の強化や効率化を進めております。新た

な事業体制のもと、事業推進における経営資源の最適化やシナジーの最大化に向けセグメントを軸としたグループ

内の組織や事業の再編、コーポレートベンチャーキャピタル「Temp Innovation Fund合同会社」の設立など、変化

の早い事業環境に対し様々な形で対応を進め、グループ全体の成長速度の引き上げを進めております。

　このような活動の結果、当連結会計年度の売上高は、517,597百万円（前連結会計年度比29.1％増）、営業利益は

28,052百万円（同19.5％増）、経常利益は28,190百万円（同18.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は

17,356百万円（同29.3％増）となりました。

 　※１ BPO：Business Process Outsourcing（業務プロセスの委託）

 　※２ ITO：IT Outsourcing（ITアウトソーシング）
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　セグメントの業績（セグメント間内部取引消去前）は次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前連結会計年度については、前連結

会計年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①　派遣・BPOセグメント

　当連結会計年度における当該セグメントの業績は、売上高401,854百万円(前連結会計年度比35.8％増)、営業利

益17,459百万円（同25.0％増）となりました。

　当連結会計年度は、パナソニックエクセルスタッフ㈱、㈱P&Pホールディングスの株式取得により業容が拡大し

たこと、またそれに加え既存の子会社を含め、多くの人材需要に対し順調に供給が進んだ結果、売上高は401,854

百万円となりました。利益面においては、旺盛な人材需要に対応するため、供給力や体制強化に伴う募集広告費

や人件費の増加、また当社グループの派遣労働者及び従業員の社会保険料にかかる会社負担分の増加等があった

ものの、業容拡大の効果により営業利益は17,459百万円となりました。

②　ITOセグメント

　当連結会計年度における当該セグメントの業績は、売上高24,701百万円（同10.0％増）、営業利益1,857百万円

（同8.0％増）となりました。

　当連結会計年度は、顧客企業におけるシステム関連サービス等に対する投資意欲の高まりから需要は底堅く、

また技術者の稼動も高水準で推移した結果、売上高は順調に伸長いたしました。利益面では、需要の増加に対応

すべく新たな技術者の採用強化や技術者囲い込み等の対策等を講じましたが、営業利益は伸長し1,857百万円とな

りました。

③　エンジニアリングセグメント

　当連結会計年度における当該セグメントの業績は、売上高24,070百万円（同0.7％増）、営業利益1,532百万円

（同45.7％増）となりました。

　当連結会計年度は、当該セグメントにおいては、一部の事業をITOセグメントへ移行したこと等による減収要因

があったものの、電機、自動車業界等を中心に技術系人材に対する需要が継続的に寄せられたことから、売上高

は堅調に推移いたしました。利益面では、需要に合わせ新卒者採用数を増やし、より市場ニーズに沿った配属前

研修等を行いましたが、需要増に伴い新卒者の配属が順調に進んだこと、また平均単価が上昇したことにより、

営業利益は大幅に伸長し、1,532百万円となりました。

④　リクルーティングセグメント

　当連結会計年度における当該セグメントの業績は、売上高71,792百万円（同15.4％増）、営業利益6,612百万円

（同34.8％増）となりました。

　当連結会計年度は、引き続き順調に推移する経済環境を背景に、キャリア領域、メディア領域ともに需要は拡

大し、売上高は伸長いたしました。利益面では、需要に対する広告等のプロモーションの投下、利便性や認知度

向上へ向けたWEB投資等の種々の差別化投資を実施し、また顧客企業・求職者との接点を増やすための人員増強等

の体制強化を図りましたが、増収効果が大きく営業利益は6,612百万円となりました。

（２）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ

9,066百万円減少し、51,138百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度より15,614百万円減少し、13,279百万円となりました。これ

は主に、税金等調整前当期純利益が28,982百万円、のれん償却額が5,294百万円と減価償却費が3,061百万円と

なった一方、未払消費税等の減少額が9,407百万円、法人税等の支払額が11,756百万円となったことによるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度より1,535百万円増加し、15,065百万円となりました。これは

主に、無形固定資産の取得による支出が2,791百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が

10,457百万円となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
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　財務活動の結果使用した資金は7,213百万円（前連結会計年度は得られた資金8,937百万円）となりました。こ

れは主に、配当金の支払額が2,721百万円、長期借入金による収入が15,713百万円になった一方、短期借入金の返

済による支出が15,000百万円及び長期借入金の返済による支出が4,860百万円となったことによるものでありま

す。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当社グループは、派遣・BPO、ITO、エンジニアリング、リクルーティング等の人材関連事業を行っており、

提供するサービスの性質上、生産実績の記載に馴染まないため、省略しております。

（２）受注状況

　生産実績の記載と同様に、受注状況の記載に馴染まないため省略しております。

（３）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度より、報告セグメントの新設、及び区分変更を行っております。以下の前年同期比

は、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

売上高
（百万円）

構成比
（％）

前年同期比
（％）

派遣・BPO 400,627 77.4 135.7

ITO 19,076 3.7 102.3

エンジニアリング 24,038 4.6 100.9

リクルーティング 70,846 13.7 116.2

全社及びその他の事業 3,008 0.6 122.3

合　計 517,597 100.0 129.1

（注）１．セグメント間の取引は、相殺消去しております。

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

（１）現状の認識について

　経済環境の変化に伴い顧客企業や求職者、利用者のニーズは急激に多様化・高度化しております。特に国内

においては、労働力人口の減少が見込まれる中、成熟産業から成長産業への失業なき労働移転の実現や、誰も

が活躍できる「一億総活躍社会」を目指すべく、女性・若年者・高齢者の方々等に向けた様々な働き方の実現

を可能にしていくことが求められております。今後、これまで以上に人材サービス企業の社会的責任が高まる

ことが予想されており、そのような環境のもと、当社グループにおいては、変化を続ける顧客企業及び求職者

等、利用者のニーズに対し安定した事業基盤のもと着実に対応し続けること、また魅力的なサービスライン

ナップ拡充を中長期的に進めていくことに加え、人材領域における様々な課題に対し、従来の枠を超え新たな

取り組みを進めていくことが求められていると認識しております。

（２）当面の対処すべき課題の内容

　当社グループは、グループビジョン「人と組織の成長創造インフラへ」を掲げ、以下の５点を課題とし取り

組みを進めております。

①　グループ認知度の向上

　グループビジョンの実現に向け、当社グループの認知度の向上を目指してまいります。各事業領域の成長と信

頼感、期待感醸成を図ることで認知度を高め、様々な立場の方の希望に添う働き方の実現を目指してまいりま

す。

②　更なる事業成長へ向けたシステム投資や生産性向上

　Webサイト等のインターフェイスやセキュリティレベルに対する積極投資により利便性、安全性向上により競争

力強化を図ってまいります。また各事業における基幹システムへの投資や業務プロセスの改善・標準化により業

務効率化を図り生産性向上を進めてまいります。

③　グループシナジーの創出及びグループ経営の推進

　人材サービス市場におけるフルラインサービスの提供と営業連携を強化し、求職者に対し仕事を切り口とした

成長支援を行うとともに、顧客企業に対する人的資源を切り口とした経営課題解決の支援を実現してまいりま

す。同時にセグメント機能の強化を図り、変化の早い事業環境に対する機動的な戦略実践を実現してまいりま

す。

④　アジア・パシフィック地域におけるプレゼンス向上

　Kelly Services,Inc.との合弁事業により、北アジア・南アジアそれぞれの統括会社を中核とした新たな経営体

制を構築いたします。顧客企業に対するグローバル・ワンストップサービスの提供と成長市場への浸透策を通

じ、事業成長を加速させグローバルマーケットにおける競争力強化とプレゼンス向上を目指してまいります。

⑤　M&Aによる積極的な事業基盤強化及びサービス領域の拡大

　顧客企業や求職者、利用者のニーズに添った新規事業の開発や積極的なM&Aを通じて、各事業領域の成長に向け

た事業基盤の拡大強化を進めてまいります。

（３）具体的な取組状況

　上記のような対処すべき課題に対して、当社グループでは、以下のように取り組んでおります。

　なお以下の記載は提出日現在までの取り組みについて記載しております。

ａ.　グループ経営の効率化と経営資源の最適配分を目指すマネジメントライン構築

　セグメント機能の充実、関連する事業の連携強化を図るべく、平成27年度より「派遣・BPO」「ITO」「エン

ジニアリング」「リクルーティング」の４セグメント体制とし、各セグメントへ執行役員を配し、セグメント

領域における立案機能及び推進力強化を図るほか、当社の法務、人事、財務、情報システムなどグループ全体

を統括する機能を有する各部門にも各々執行役員を配し、事業拡大に合わせた運営体制の強化や効率化を進め

ております。

　また平成28年６月17日開催の定時株主総会において定款の変更が決議され監査等委員会設置会社へ移行いた

しました。これまで以上に透明性の高い経営の実現と経営の機動性の向上を目指してまいります。
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ｂ.　サービス領域の拡大、積極的な事業基盤の強化

 平成27年６月に販売・営業領域の人材サービスにおいて、相互補完的な事業成長が見込める㈱P&Pホール

ディングスの株式を取得し子会社化いたしました。また海外戦略の一環として、平成27年10月に、かねてから

合弁会社を設立し協業関係にあったCapita Pte. Ltd.（シンガポール）の株式を取得し子会社化いたしまし

た。

　さらにアジア地域においては、平成28年４月８日に発表いたしましたとおり、協業関係にあるKelly

Services, Inc.との合弁事業について、今後アジア・パシフィック地域に拡大することを合意しております。

新しい合弁事業「TS Kelly Asia Pacific」では、両社の経営陣により構成される共同委員会を設け、合弁事

業範囲の拡大を順次進めるとともに更なる協業の可能性について検討を深めて、グローバルマーケットにおけ

る競争力強化を進めてまいります。

　一方、当社グループの主力事業のひとつである人材派遣においては、平成27年９月11日「労働者派遣事業の

適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部を改正する法律」が成立、平成27年９月30日

に施行されました。この法改正では労働者派遣事業の許可制への一本化、労働者派遣の期間制限の見直し、

キャリアアップ措置、均衡待遇の推進等が新たに盛り込まれました。また、平成24年の労働者派遣法改正に基

づき労働契約申し込みみなし制度も平成27年10月１日より施行されました。当社グループにおいては、新たに

施行された法律の趣旨に則り、中長期的な視点から派遣労働者の地位向上に繋がるよう真摯に準備を進めてお

ります。これからも顧客企業並びに派遣労働者から選ばれる事業者であり続けられるようシステム投資による

業務効率化など、生産性向上に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性がある主な事項を以下に記載しております。また、必ずしも

事業上のリスクに該当しない事項についても、投資判断、あるいは当社グループの事業活動を理解する上で重要と考

えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開示の観点から記載しております。当社グループは、これら

リスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に

関する投資判断は、以下の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。なお、文中におけ

る将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成28年６月20日）現在において当社グループが判断したものであ

り、以下の記載は当社株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありません。

（１）人材ビジネス業界の動向について

　当社グループの属する人材ビジネス業界は、産業構造の変化、社会情勢、景気変動に伴う雇用情勢の変化等に

影響を受けます。現状の需要は堅調に推移しておりますが、今後、様々な要因により雇用情勢ないしは市場環境

が悪化した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。景気後退に伴う新規

人材需要の減少や既存の顧客企業における業務縮小・経費削減等により人材需要が大きく減退した場合、人材派

遣における労働者派遣契約数の急激な減少、転職市場における求人需要の大幅減少に伴う人材紹介事業や求人メ

ディア運営事業の事業規模縮小など、当社グループの事業運営に大きな影響を及ぼす可能性があります。また需

要の減退が予測を上回る速度で進んだ場合、ITO事業やエンジニアリング事業、BPO事業等、常用雇用者を有する

事業では、業務委託契約数や契約規模の減少に伴い原価率や販管費率上昇が急激に進行し、当社グループの経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

（２）法的規制について

　当社グループは、自らが事業を展開する国又は地域の法令等を遵守する必要があります。当社グループは、事

業拡大に合わせ、コンプライアンス関連規程の整備、コンプライアンス統括部署の設置、コンプライアンス教

育・研修の実施、グループ内部通報制度の整備など、コンプライアンス体制を整備しておりますが、当社グルー

プに適用される法令等に違反した場合、当社グループの事業運営、経営成績及び社会的信用に重大な悪影響を及

ぼす可能性があります。更に、将来当社グループに適用される法令の制定・改廃、司法・行政解釈等の変更があ

る場合、当社グループの事業運営や経営成績に悪影響を与える可能性があります。

ａ．人材派遣事業

　当社グループの主要な事業である人材派遣事業は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の

保護等に関する法律」（以下「労働者派遣法」という」）に基づき、労働者派遣事業の許可を受けて行ってい

る事業であります。

　現時点において、当社グループにおいては、労働者派遣法に基づく労働者派遣事業の許可の取消事由に該当

する事実はないものと認識しておりますが、今後何らかの理由により当社グループ各社並びにその役職員が労

働者派遣法に抵触した場合、当社グループの主要な事業活動全体に支障を来たすことが予想され、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に重大な影響を与える可能性があります。

　なお、労働者派遣法及び関係諸法令については、これまでにも労働環境の変化に応じ派遣対象業務や派遣期

間に係る規制や変更等の改正が適宜実施されており、当社グループではその都度、当該法改正に対応するため

の諸施策を採ってきております。今後、更なる改正が実施され大きな運用変更が生じた場合、当社グループの

今後の事業運営方針並びに経営成績に少なからず影響を与える可能性があります。

ｂ．人材紹介事業

　当社グループが行う人材紹介事業は、職業安定法に基づく有料職業紹介事業許可を受けて行っている事業で

あります。

　職業安定法においては、人材紹介事業を行う者（法人である場合には、その役員を含む）が有料職業紹介事

業者としての欠格事由及び当該許可の取消事由に該当した場合には、事業の許可を取り消し、または、期間を

定めて当該事業の全部若しくは一部の停止を命じることができる旨を定めております。今後何らかの理由によ

り当社グループ各社並びにその役職員が職業安定法に抵触した場合、当社グループの主要な事業活動全体に支

障を来たすことが予想され、当社グループの財政状態及び経営成績に重大な影響を与える可能性があります。
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（３）社会保険制度の改正に伴う経営成績への影響

　社会保険料の料率・算出方法は、諸般の条件及び外部環境の変化等に応じて改定が適宜実施されております。

当社グループにおいては、従業員に加えて派遣労働者も社会保険の加入者であるため、今後、社会保険料の料

率・算出方法を含めた社会保険制度の改正が実施され、社会保険の会社負担率や加入対象者及び被保険者数の増

加により社会保険の会社負担金額が大幅に変動する場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があり

ます。

　厚生年金保険においては、平成16年成立の年金改革関連法により最終保険料率は18.3％と定められ、平成16年

10月から平成29年９月まで段階的に引き上げられます。これにより標準報酬月額に対する厚生年金保険料の会社

負担率は、平成29年まで毎年0.177％ずつ増加していくことが予定されており、今後の収益を圧迫する要因のひ

とつとなることが予想されます。

　また、当社グループの従業員及び派遣労働者が主として属する健康保険組合においては、平成20年４月におけ

る高齢者医療の制度改革に伴う新たな拠出金制度（後期高齢者支援金及び前期高齢者納付金）の発足以降、その

後の高齢者医療制度への拠出金や医療費の上昇、加入者の平均年齢の上昇が相まって、同組合の財政収支は悪化

傾向が続いております。それに伴い保険料率は平成20年４月に61/1000から76/1000に大幅に引き上げられて以降

段階的な保険料率の引き上げにより平成28年度は92.4/1000となる等、保険料負担は増加傾向にあります。介護

保険料も同様で平成28年度は前年の21.6/1000から22.8/1000へ改定されており、さらなる社会保障費の増大によ

る上昇が続いた場合、大きな収益圧迫要因となる可能性があります。

　一方雇用保険においては、一般の事業における事業主負担の平成28年度の保険料は7/1000と平成27年度の

8.5/1000から引き下げられておりますが、より多くの働く人たちが雇用保険に加入しやすくそのメリットを受け

られるようにするため、その適用範囲については適宜見直しが図られており、平成22年４月１日付の雇用保険制

度改正の一環では、平成21年４月１日に緩和された「１週間の所定労働時間が20時間以上であること」「６ヶ月

以上の雇用見込みがあること」から、平成22年４月以降、「１週間の所定労働時間が20時間以上であること」

「31日以上の雇用見込みがあること」に適用範囲は拡大されております。今後も雇用に関する議論に伴い雇用保

険制度が改正され、会社負担率や加入対象者及び被保険者数の増加が生じた場合、その会社負担金額や加入対象

者及び被保険者数の増加に対応するための体制の構築等により、今後の収益を圧迫する要因のひとつとなる可能

性があります。

（４）新規事業展開に伴うリスクについて

　当社グループは、経営方針に基づく戦略的事業規模の拡大と既存事業の体質改善の一環として、新会社の設立

や企業買収等を検討いたします。また海外事業についても中長期的な課題である「グローバル市場への積極展

開」に対する取り組みとして海外人材ニーズに対し様々な形でサービス提供体制の整備を進めており、係る方針

に基づき、当社グループは、平成28年３月31日現在、当社のほか連結子会社84社、関連会社３社で運営しており

ます。

ａ．新規事業進出について

　新規事業展開に伴う新会社設立、サービス領域拡大に際しては、多額の資金需要が発生する可能性があるほ

か、市場環境及び労働市場の変化や競合状況により必ずしも収益が当初の計画通りに推移する保証はなく、想

定した収益規模が確保できない可能性があります。市場環境の動向により各社及び各事業領域毎の成長率、経

営成績推移状況等が当初想定した収益計画と大きく乖離した場合、当社グループの事業展開や経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

ｂ．企業買収、事業提携について

　企業買収や事業提携に際しては、対象となる企業の財務内容や契約関係等について詳細なデューディリジェ

ンスを行い、リスク回避に努めておりますが、案件の性質や時間的な制約等から十分なデューディリジェンス

が実施できず、買収後に偶発債務の発生や未認識債務が判明した場合、また当該事業が、当初想定した収益計

画と大きく乖離した場合、多額の資金投入が発生する可能性のほか、関係会社株式の評価替えやのれんの償却

等により、当社グループの事業展開や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

ｃ．資金調達について

　新規事業展開や企業買収、事業提携の適時実施を目指し、当社グループでは、資金運用の効率化に向けた連

結子会社におけるキャッシュマネジメントシステムの導入のほか、資金需要の規模に応じた個別借入により資

金を調達しております。今後、金融システム不安、信用収縮、流動性の低下などの金融情勢の変化により、事

業規模拡大に向け必要な資金調達ができない場合、当社グループの財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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（５）株式取得に伴う「のれん」について

　当社グループでは、㈱インテリジェンスホールディングス（現在の㈱インテリジェンス）及びパナソニック

エクセルスタッフ㈱の株式取得に伴い、「のれん」を相当額計上しております。それぞれのブランド力やグルー

プ内の相互協力により極めて有益なビジネスシナジーの創出が可能になるものと判断しておりますが、今後、経

営環境や事業の状況の著しい変化、また何らかの事由によりそれぞれの経営成績が想定どおり進捗しない場合、

これらの資産について減損会計の適用に伴う損失処理が発生し、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。

（６）個人情報及び機密情報の取扱いに関するリスクについて

　当社グループ各社では、事業運営に際し、求職者、顧客企業、従業員等その他の関係者の個人情報及び機密情

報を大量に保有しております。

　当社グループは、個人情報及び機密情報の取扱いに関する規程を定め、情報管理を徹底するための部署を設置

し、定期的に情報管理に関する教育を実施するなど、適切な情報管理体制の構築・維持に努めております。しか

しながら、当社において個人情報や機密情報の漏洩や不正使用などの事態が生じた場合、当社グループの社会的

信用の低下や損害賠償請求等の発生により、事業運営に重大な影響を与えるとともに、財政状態及び経営成績に

影響を与える可能性があります。

（７）技術革新に関するリスクについて

　当社グループでは、人材派遣事業や人材紹介事業における登録者募集・仕事紹介、求人メディア運営事業にお

ける求人広告の掲載など、各事業運営の多くで、インターネットを媒体としたオンラインサービスを提供してお

ります。インターネット市場では、技術革新が著しく、新サービスや新技術開発に伴う仕様変更などが常に生じ

ており、いわゆる業界標準サービスも刻々と進化しております。当社グループでは、顧客企業並びに求職者に対

し、各事業それぞれの目的に適う安心・安全、かつ優れたユーザビリティを実現することを課題とし、適時、新

たな機能拡充及びサイバーセキュリティ対策等に努めております。しかしながら、改良や新技術導入に際し、多

額の費用が発生する場合、また何らかの事由により当初想定したサービスの質の確保が難しい場合、期待した導

入効果が得られない場合等が生じた場合、当社グループの事業運営に影響を与えるとともに、財政状態及び経営

成績に影響を与える可能性があります。

（８）大規模災害及びシステム障害等の影響について

　当社グループでは、地震、台風、洪水等の自然災害等の発生の可能性を認識した上で、可能な限りの防災、減

災に努め、また発生時は迅速かつ的確な対応を執る所存でありますが、想定を超えた規模の大規模災害が発生し

た場合、当社グループの事業運営、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また人材サービス

の提供という事業性質上、災害時には顧客企業や就業者に対する安否確認や契約内容の調整等、多大な顧客対応

による業務負荷が予想されることから当社グループの事業運営に影響を与えるとともに、財政状態及び経営成績

に影響を与える可能性があります。

　当社グループの事業はコンピューターシステム及びそのネットワークに多くを依存しております。そのため、

不測の事態に対しては、災害時の体制整備、システムセキュリティの強化、ハードウェアの増強等様々な対策を

講じておりますが、これらの対策にも係わらず人為的過誤、広範な自然災害等に伴い、コンピュータシステム及

びそのネットワーク設備にトラブルが発生した場合には、当該事態の発生地域の事業運営に直接被害が生じるほ

か、他地域の当社グループの事業運営に損害が生じる可能性があります。またそれが長期に亘る場合、顧客企業

への労務の提供が事実上不可能になる可能性があり、当社グループが提供するサービスに対する信頼性の低下を

招くなどの重大な影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成28年４月８日開催の取締役会において、アジア・パシフィック地域における事業拡大のため、Kelly

Services, Inc.と合弁事業化契約を締結することを決議し、平成28年４月11日付にて契約を締結しました。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」及び「第

５　経理の状況　２　財務諸表等（１）財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態の分析

①　資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,575百万円増加し、236,238百万円となり

ました。

 流動資産は84百万円減少し、130,611百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が9,374百万円

増加となった一方で、現金及び預金が9,417百万円減少したことによるものであります。

 固定資産は7,660百万円増加し、105,627百万円となりました。これは主に、のれんが4,278百万円と投資有価

証券が1,535百万円増加したことによるものであります。

 当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ21,956百万円減少し、102,737百万円となり

ました。

 流動負債は19,087百万円減少し、67,482百万円となりました。これは主に、短期借入金が14,311百万円、未

払消費税等が8,961百万円減少したことによるものであります。

 固定負債は2,868百万円減少し、35,255百万円となりました。これは主に、転換社債型新株予約権付社債が

13,947百万円減少したことによるものであります。

 当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ29,531百万円増加し、133,501百万円とな

りました。これは主に、剰余金の配当2,721百万円を行った一方、親会社株主に帰属する当期純利益の計上額が

17,356百万円、新株の発行等に伴い資本金が6,973百万円、資本剰余金が6,846百万円増加したことによるもの

であります。

 以上の結果、財務指標としては、流動比率が前連結会計年度末の151.0％から193.5％に上昇し、自己資本比

率が前連結会計年度末の43.1％から53.8％に上昇いたしました。

 

②　キャッシュ・フローの状況

　キャッシュ・フローの状況については「１．業績等の概要（２）キャッシュ・フロー」に記載しておりま

す。

 

 前連結会計年度 当連結会計年度

総資産当期純利益率(ROA) 6.6％ 7.5％

自己資本当期純利益率(ROE) 14.5％ 15.4％

売上高営業利益率 5.9％ 5.4％

売上高経常利益率 5.9％ 5.4％

流動比率 151.0％ 193.5％

固定比率 99.4％ 83.0％

自己資本比率 43.1％ 53.8％

総資産 228,663百万円 236,238百万円

自己資本 98,562百万円 127,205百万円

現金及び現金同等物の期末残高 60,205百万円 51,138百万円
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（２）経営成績の分析

 当連結会計年度における売上高は、517,597百万円と前連結会計年度に比べ116,541百万円の増収となりまし

た。利益面では、売上総利益において、122,647百万円と前連結会計年度に比べ26,122百万円の増益、営業利益

において、28,052百万円と前連結会計年度に比べ4,582百万円の増益、経常利益において、28,190百万円と前連

結会計年度に比べ4,421百万円の増益、親会社株主に帰属する当期純利益において、17,356百万円と前連結会計

年度に比べ3,931百万円の増益となりました。

①　売上高

　売上高は、人材ビジネス業界を取り巻く環境、顧客ニーズの変化や競争の激化等へ柔軟に対応し、主に人材派

遣事業において、期を通して業績が順調に推移したこと、また旺盛な人材採用需要を受けキャリア事業の業績が

伸長したこと等、事業全般において順調に業容が拡大した結果、29.1％の増収となりました。

②　売上総利益

　売上総利益は、事業拡大に伴う売上原価の上昇や、社会保険料の料率改訂により、派遣労働者にかかる社会保

険料の会社負担額の増加等がありましたが、増収により27.1％の増益となりました。

③　営業利益

　営業利益は、各事業における売上伸長による増収や効率的な事業運営に加え、利益率の高いキャリア事業の業

績が好調に推移した結果、19.5％の増益となりました。

④　経常利益

　経常利益は、営業利益の大幅な増加、支払利息の増加等により18.6％の増益となりました。

⑤　親会社株主に帰属する当期純利益

　特別損失において減損損失等がありましたが、経常利益の大幅な増加を受け、全体として29.3％の増益となり

ました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の主なものは、既存拠点の移転等に伴う建物付属設備、器具及び備品のほか、シス

テム関連投資を実施しました。これらの設備投資の総額は4,631百万円であります。セグメントごとに示すと、次

のとおりとなります。

セグメントの名称 建物・器具及び備品等(百万円)

派遣・BPO 1,545

ITO 331

エンジニアリング 311

リクルーティング 1,080

全社及びその他の事業 1,361

計 4,631

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループの主要な設備及び従業員の配置状況は、次のとおりであります。

（１）提出会社

平成28年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

セグメ
ントの
名称

設備の内
容

帳簿価額
従業員
数
(人)

建物及び
構築物

（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

ソフトウエア

（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万
円）

賃貸用不動産

代々木ビル

(東京都渋谷区)

全社
事業所設

備
29 1 ―

284

(409.00)
― 314 －

賃貸設備

三菱ビル

(東京都千代田区）

全社
事業所設

備
― ― 698

―

(―)
205 903

111

( 18)

　（注）１.帳簿価額の金額には消費税等を含んでおりません。

２.提出会社は持株会社であり、設備の大半を事業会社である連結子会社等に転貸しているため、報告セグメ

ン　 トごとに分類せず、一括して記載しております。

３.上表の他、連結会社以外から主要な設備を賃借しており、年間賃借料は315百万円であります。

４．括弧内は、臨時従業員の雇用人員数であり、外数であります。
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（２）国内子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額
従業

員数

(人)

建物及び

構築物

（百万円）

工具、器具

及び備品

（百万円）

ソフト

ウエア

（百万円）

土地

（百万円）

(面積㎡)

その他

（百万円）

合計

（百万円）

テンプスタッフ㈱
ＴＳ池袋ビル

（東京都豊島区）
派遣・BPO

事業所

設備
10 58 576

―

(―)
― 645 －

テンプスタッフ㈱
新宿パークタワー

（東京都新宿区）
派遣・BPO

事業所

設備
― 13 116

―

(―)
― 129

63

（ 12)

㈱日本テクシード
東海テクノセンター

(愛知県刈谷市)

エンジニアリ

ング

事業所

設備
205 5 ―

134

(773.31)
― 345 77

㈱日本テクシード
刈谷テクノセンター

(愛知県刈谷市)

エンジニアリ

ング

事業所

設備

研修

施設

131 5 ―
167

(1,510.73)
― 305 20

㈱日本テクシード
安城寮

(愛知県安城市)

エンジニアリ

ング

厚生設

備
129 0 ―

146

(1,098.73)
0 276 －

㈱インテリジェンス
丸の内本社

（東京都千代田区）

リクルーティ

ング

事業所

設備
― 0 2,853

―

(―)
― 2,853

468

（171)

㈱インテリジェンス

ビジネスソリュー

ションズ

本社

(東京都江東区)
ITO

事業所

設備
7 17 195

―

(―)
92 313

2,134

(249)

㈱DRD
本社

（埼玉県上尾市）

エンジニアリ

ング

事業所

設備
10 107 50

―

(―)
121 290

95

( 19)

　（注）１．上表の他、連結会社以外から主要な設備を賃借しており、年間賃借料は932百万円であります。

２．上表のほかに、以下の敷金及び保証金があります。

㈱DRD　　　　　　　　　　　　本社 0百万円

３．帳簿価額の金額には消費税等を含んでおりません。

４．括弧内は、臨時従業員の雇用人員数であり、外数であります。

 

（３）在外子会社

　　　主要な設備はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 720,000,000

計 720,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 235,791,100 235,821,233
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 235,791,100 235,821,233 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成25年８月27日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成28年３月31日）

提出日の前月末現在

（平成28年５月31日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 851 823

新株予約権の数（個） 851 823

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 同左

新株予約権の行使期間 （注）３ 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格（注）４

資本組入額（注）５
同左

新株予約権の行使の条件 （注）６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は、会

社法第254条第２項本文及び

第３項本文の定めにより本

新株予約権又は本社債の一

方のみを譲渡することはで

きない。

同左

代用払込みに関する事項

本新株予約権の行使に際し

て出資される財産の内容

各本新株予約権の行使に際

しては、当該各本新株予約

権に係る各社債を出資する

ものとする。

同左

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７ 同左

（注）１．本新株予約権の目的である株式の数は、同一の新株予約権者により同時に行使された本新株予約権に係る本社

債の金額の総額を後記（注）２記載の転換価額で除して得られる数とする。この場合に１株未満の端数を生ず

る場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わない。
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２．各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権に係る各本社債を出資するものとする。

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の払込金額と同額とする。

各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額（以下「転換価

額」という。）は、2,789円とする。ただし、転換価額は次の(1)から(3)に定めるところにより調整されるこ

とがある。

(1) 本新株予約権付社債の発行後、次の①から③に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更が生じる場合ま

たは変更が生ずる可能性がある場合は、次に定める算式をもって転換価額を調整する。

    
既発行株式数 ＋

発行・処分株式数 × １株当たりの払込金額

調整後転換価額 ＝調整前転換価額 × 時価

    既発行株式数＋発行・処分株式数

①　時価を下回る払込金額をもってその発行する当社普通株式またはその処分する当社の有する当社普通株式

を引き受ける者の募集をする場合。

②　当社普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当て等をする場合。

③　時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）もしくは取得させるこ

とができる証券（権利）または当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と引換えに取

得される証券（権利）もしくは取得させることができる証券（権利）、または行使することにより当社普

通株式の交付を受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する

場合。

(2) 本新株予約権付社債の発行後、特別配当を実施する場合には、次に定める算式をもって転換価額を調整す

る。

調整後転換価額 ＝調整前転換価額 ×
時価－１株あたり特別配当

時価

(3) 前記(1)及び(2)に掲げた事由によるほか、次の①から⑤に該当する場合は社債管理者と協議の上その承認を

得て、転換価額の調整を適切に行うものとする。

①　株式の併合、合併、会社分割または株式交換のために転換価額の調整を必要とするとき。

②　前記①のほか、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調

整を必要とするとき。

③　当社普通株式の株主に対する他の種類株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とするとき。

④　金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当が、経済的に特別配当に相当するために転換価額の調整を

必要とするとき。

⑤　転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあ

たり使用すべき時価が、他方の事由によって調整されているとみなされるとき。

３．本新株予約権者は、平成25年11月１日から平成30年９月14日までの間、いつでも、本新株予約権を行使し、当

社に対して当社普通株式の交付を請求すること（以下「行使請求」という。）ができる。ただし、以下の期間

については、行使請求をすることができないものとする。

(1) 当社普通株式に係る株主確定日（会社法第124条第１項に定める基準日をいう。）およびその前営業日(振替

機関の休業日でない日をいう。以下同じ。)

(2) 振替機関が必要であると認めた日

(3) 組織再編行為において承継会社等の新株予約権を交付する場合で、本新株予約権の行使請求の停止が必要と

なるときは、当社が行使請求を停止する期間（当該期間は１か月を超えないものとする。）その他必要な事

項をあらかじめ書面により社債管理者に通知し、かつ、当該期間の開始日の１か月前までに必要な事項を公

告した場合における当該期間

(4) 組織再編行為、上場廃止等または130％コールオプション条項により、平成30年９月14日以前に本社債が償

還される場合には、当該償還日の前銀行営業日以降

(5) 当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益の喪失日（当日を含める。）以降

４．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格は、当該行使に係る本新株予約

権が付された本社債の金額の総額を前記（注）１記載の本新株予約権の目的である株式の数で除して得られる

金額とする。

５．本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

　　本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、前記の資本金等増加限度

額から増加する資本金の額を減じた額とする。

６．当社が本新株予約権を買入れ本社債を消却した場合には、当該本社債に係る本新株予約権を行使することはで

きない。また、各本新株予約権の一部について本新株予約権を行使することはできないものとする。
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７．当社が、組織再編行為を行う場合は、本社債の繰上償還を行う場合を除き、組織再編行為の効力発生日の直前

において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約権者の有する本新株予約権に代えて、

それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、次の(1)から(8)の内容のもの（以下「承継新株予約権と

いう。）を交付する。この場合、組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権は消滅し、本社債に係る

債務は承継会社等に承継され、本新株予約権者は、承継新株予約権の新株予約権者となるものとし、本社債の

社債要項の本新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用する。ただし、吸収分割又は新設分割を

行う場合は、次の(1)から(8)の内容に沿って、その効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予

約権者に対して当該本新株予約権に代えて承継会社等の承継新株予約権を交付し、承継会社等が本社債に係る

債務を承継する旨を、吸収分割契約又は新設分割計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する承継会社等の承継新株予約権の数

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の数と同一の数とする。

(2) 承継新株予約権の目的たる承継会社等の株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

(3) 承継新株予約権の目的たる承継会社等の株式の数の算定方法

行使請求に係る承継新株予約権が付された承継社債の金額の合計額を次の(4)に定める転換価額で除して得

られる数とする。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(4) 承継新株予約権付社債の転換価額

組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権者が得られるのと同等の経

済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権の新株予約権者がこれを行使したときに受

領できるように、承継新株予約権付社債（承継新株予約権を承継会社等に承継された本社債に付したものを

いう。以下同じ。）の転換価額を定める。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承継新株予約権付

社債の転換価額は、前記（注）２(1)から(3)に準じた調整を行う。

(5) 承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額またはその算定方法

交付される各承継新株予約権の行使に際しては、当該各承継新株予約権に係る各本社債を出資するものと

し、各承継新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各社債の金額と同額とする。

(6) 承継新株予約権を行使することができる期間

組織再編行為の効力発生日（前記（注）３(3)に定める期間を指定したときは、当該組織再編行為の効力発

生日又は当該期間の末日の翌銀行営業日のいずれか遅い日）から、前記「新株予約権の行使期間」に定める

本新株予約権の行使請求期間の満了日までとする。

(7) 承継新株予約権の行使の条件及び承継新株予約権の取得条項

前記「新株予約権の行使の条件」及び本新株予約権の取得条項に準じて決定する。

(8) 承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

前記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年９月18日

（注）１
7,000,000 72,521,500 6,983 8,983 6,983 7,483

平成25年９月25日

（注）２
1,000,000 73,521,500 997 9,980 997 8,480

平成26年４月１日～

平成27年３月31日

（注）３

72,414 73,593,914 101 10,081 101 8,581

平成27年４月１日～

平成27年10月28日

（注）３

4,956,483 78,550,397 6,908 16,990 6,908 15,490

平成27年10月29日

（注）４
157,100,794 235,651,191 － 16,990 － 15,490

平成27年10月29日～

平成28年３月31日

（注）３

139,909 235,791,100 65 17,055 65 15,555

　（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　　　　　　発行価格　　　 　 　　　2,081円

　　　　　　発行価額　　 　　　　1,995.16円

　　　　　　資本組入額     　　　　997.58円

　　　　２．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　　　　　発行価格     　　　　1,995.16円

　　　　　　資本組入額 　   　　　997.58円

　　　　　　割当先     SMBC日興証券株式会社

３．新株予約権の行使による増加であります。

４．株式分割（１：３）によるものであります。

５．平成28年４月１日から平成28年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が30,133

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ14百万円増加しております。

（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 57 33 105 281 11 6,985 7,472 －

所有株式数

（単元）
－ 467,122 18,683 291,059 715,548 150 865,145 2,357,707 20,400

所有株式数の

割合（％）
－ 19.81 0.79 12.35 30.35 0.00 36.69 100.00 －

（注）自己株式1,288,875株は、「個人その他」に12,888単元及び「単元未満株式の状況」に75株を含めて記載しており

ます。
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

篠原　欣子 東京都渋谷区 57,831,600 24.53

一般財団法人篠原欣子記念財団 新宿区西新宿三丁目３番13号 12,300,000 5.22

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 10,337,100 4.38

ケリーサービスジャパン株式会社 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 9,106,800 3.86

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 8,589,600 3.64

BNYM TREATY DTT 15　常任代理

人　株式会社三菱東京UFJ銀行
東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,645,702 2.39

篠原　よしみ 東京都新宿区 5,438,400 2.31

THE BANK OF NEW YORK, NON-

TREATY JASDEC ACCOUNT　常任代

理人　株式会社三菱東京UFJ銀行

東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,046,043 2.14

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,696,000 1.57

ウーマンスタッフ有限会社 愛知県名古屋市緑区倉坂1127番地 3,618,000 1.53

計 － 121,609,245 51.57
 
（注）平成27年６月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、フィデリティ投信株式会

社が平成27年６月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末日現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該大量保有報告書の変更報告書（特例対象株券等）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 2,997,953 4.07
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,288,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 234,481,900 2,344,819 －

単元未満株式 普通株式     20,400 － －

発行済株式総数 　   　 235,791,100 － －

総株主の議決権 － 2.344,819 －

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

テンプホール

ディングス㈱

東京都渋谷区代々木

二丁目１番１号
1,288,800 － 1,288,800 0.55

計 － 1,288,800 － 1,288,800 0.55

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

テンプホールディングス株式会社(E21261)

有価証券報告書

 33/112



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式数 3,179 11,074,586

当期間における取得自己株式数 281 461,628

　（注）１.当社は、平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っており、当事業年度における取

得自己株式数は、株式分割前の買増請求による1,703株及び株式分割後の買増請求による1,476株でありま

す。

２.当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 1,288,875 － 1,289,156 －

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の売渡による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題と認識しております。内部留保の充実により、成長分野へ

の迅速かつ積極的な事業展開が可能な企業体質の強化を図りつつ、業績の進展状況に応じて、株主に安定した配

当を継続的に実施することを基本方針としております。

　また、当社は、剰余金の配当を中間配当及び期末配当の年２回実施を基本方針としてまいります。

　剰余金の配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。中間配

当に関しましては、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めております。

 上記方針に基づく当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成27年11月10日

　取締役会決議
1,404 18

平成28年６月17日

定時株主総会決議
1,641 7

（注）平成27年10月29日付にて普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 810 1,750 3,195 4,315
5,770

□2,030

最低（円） 619 755 1,465 2,485
3,705

□1,285

　（注）1．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．平成27年10月29日付にて普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

３．□印は、株式分割（平成27年10月29日、１株→３株）による権利落後最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円）
5,770

□1,849
1,998 2,030 1,907 1,876 1,709

最低（円）
5,130

□1,725
1,801 1,774 1,518 1,285 1,320

（注）1．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．平成27年10月29日付にて普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

３．□印は、株式分割（平成27年10月29日、１株→３株）による権利落後最高・最低株価を示しております。
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５【役員の状況】

男性10名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役　名 職　名 氏　名 生年月日 略　　　歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役

社長
CEO 水田　正道

昭和34年

６月13日生

昭和59年４月　㈱リクルート入社

昭和63年７月　テンプスタッフ㈱入社　川崎支店長

平成20年10月　当社常務取締役就任　グループ営業

本部長

平成21年８月　グループ成長戦略本部長

平成22年６月　当社取締役副社長就任

平成24年６月　当社代表取締役副社長就任

平成24年６月　テンプスタッフ㈱代表取締役副社長

就任

平成25年６月　テンプスタッフ㈱代表取締役社長就

任

平成25年６月　当社代表取締役社長就任

平成28年４月　代表取締役社長 CEO（現任）

（注）４ 418,000

取締役副社

長

COO

経営戦略担

当、人事担

当

高橋　広敏
昭和44年

４月26日生

平成７年４月　㈱インテリジェンス入社

平成20年12月　同社代表取締役兼社長執行役員就任

平成24年４月　㈱インテリジェンスホールディング

ス代表取締役就任

平成25年６月　当社取締役副社長就任

　メディア・キャリア関連事業（イン

テリジェンスグループ）本部長

平成26年１月　メディア・キャリア関連事業（イン

テリジェンスグループ）本部長兼グ

ループ経営戦略本部長

平成26年４月　グループ経営戦略本部長

平成27年４月　執行役員（リクルーティングセグメ

ント、経営戦略担当、人事担当）

平成28年４月　取締役副社長 COO（経営戦略担当、

人事担当）（現任）

（注）４ 97,100

取締役

専務執行役

員（営業戦

略担当、派

遣・BPOセグ

メント長）

和田　孝雄
昭和37年

11月25日生

昭和63年２月　㈱スパロージャパン入社

平成３年９月　テンプスタッフ㈱入社

平成20年10月　当社取締役就任（現任）　グループ

業務・IT本部長

平成21年８月　グループ業務・IT戦略本部長

平成23年４月　グループアウトソーシング戦略本部

長

平成26年１月　グループアウトソーシング戦略本部

長兼グループ人事本部長

平成26年４月　グループ人事本部長

平成27年４月　執行役員（派遣・BPOセグメント、

営業戦略担当）

平成27年４月　テンプスタッフ㈱代表取締役副社長

就任

平成28年４月　テンプスタッフ㈱代表取締役社長就

任（現任）

平成28年４月　専務執行役員（営業戦略担当、派

遣・BPOセグメント長）（現任）

（注）４ 110,900
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役　名 職　名 氏　名 生年月日 略　　　歴 任期
所有株式
数（株）

取締役

執行役員

（グループ

機能統括担

当、情報シ

ステム担

当、総務担

当）

小澤　稔弘
昭和40年

４月３日生

平成２年４月　NTTデータ通信㈱入社

平成12年６月　日本アウトソーシング㈱取締役業務

本部長

平成13年８月　シーアイエス㈱入社

平成17年10月　三洋電機㈱入社

平成20年１月　㈱インテリジェンス入社

平成20年12月　㈱インテリジェンス ビジネスソ

リューションズ代表取締役就任

平成26年１月　ITOセグメント長

平成26年４月　グループBI本部長

平成27年４月　執行役員（ITOセグメント、情報シ

ステム担当）

平成28年４月　執行役員（情報システム担当、総務

担当）

平成28年５月　執行役員（グループ機能統括担当、

情報システム担当、総務担当）（現

任）

平成28年６月　当社取締役就任（現任）

（注）４ 200

取締役

執行役員

（財務担

当）

関　喜代司
昭和39年

12月11日生

昭和62年４月　山一證券㈱入社

平成元年１月　中央クーパースアンドライブランド

コンサルティング㈱入社

平成５年１月　ケイアンドカンパニー㈱入社

平成26年６月　KPMGコンサルティング㈱入社

平成27年４月　当社入社　執行役員（財務担当（現

任）

平成27年４月　テンプスタッフ㈱常務取締役就任

平成28年４月　テンプスタッフ㈱取締役専務執行役

員（現任）

平成28年６月　当社取締役就任（現任）

（注）４ ー

取締役 －

Carl T. Camden

（カール・ティー・

カムデン）

昭和29年

11月20日生

平成７年４月　Kelly Services,Inc．入社　コー

ポレートマーケティング、シニアバ

イスプレジデント

平成18年２月　同社プレジデント＆チーフエグゼク

ティブオフィサー、ディレクター

（現任）

平成20年10月　当社社外取締役就任（現任）

（注）４ －

取締役

（監査等委

員）

－ 嶋崎　広司
昭和31年

10月13日生

昭和55年４月　㈱太陽神戸銀行入行

平成15年４月　㈱三井住友銀行諏訪支店長

平成17年４月　同行行徳支店長

平成18年11月　テンプスタッフ㈱入社

平成20年10月　グループ総務部長

平成22年10月　グループ財務部長

平成24年６月　テンプスタッフ㈱監査役就任（現

任）

平成24年６月　当社常勤監査役就任

平成27年４月　㈱インテリジェンス監査役就任（現

任）

平成28年４月　㈱インテリジェンス ビジネスソ

リューションズ監査役就任（現任）

平成28年４月　㈱日本テクシード監査役就任（現

任）

平成28年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現

任）

（注）５ 800
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役　名 職　名 氏　名 生年月日 略　　　歴 任期
所有株式
数（株）

取締役（監

査等委員）
－ 玉越　良介

昭和22年

７月10日生

昭和45年５月　㈱三和銀行入行

平成14年１月　㈱ＵＦＪ銀行専務執行役員

平成14年５月　同行副頭取執行役員

平成14年６月　同行代表取締役副頭取執行役員就任

平成16年５月　同行代表取締役会長就任

平成16年５月　同行取締役会長就任

平成16年６月　㈱ＵＦＪホールディングス代表取締

役社長就任

平成17年10月　㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ代表取締役会長就任

平成18年１月　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行取締役副会長

就任

平成22年６月　当社社外監査役就任

平成22年６月　㈱三菱ＵＦＪ銀行特別顧問（現任）

平成24年７月　Morgan Stanley取締役就任（現任）

平成28年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現

任）

（注）５ －

取締役（監

査等委員）
－ 進藤　直滋

昭和23年

１月31日生

昭和45年５月　麒麟麦酒㈱入社

昭和50年８月　監査法人中央会計事務所入所

昭和54年３月　公認会計士登録

昭和63年６月　同監査法人代表社員

平成19年７月　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ　パー

トナー

平成20年６月　日本ケミファ㈱社外監査役（現任）

平成24年９月　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ　統括

代表社員（現任）

平成25年６月　当社社外監査役就任

平成28年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現

任）

（注）５ －

取締役（監

査等委員）
－ 西口　尚宏

昭和37年

２月14日生

昭和61年４月　㈱日本長期信用銀行入行

平成10年３月　世界銀行グループ入社

平成13年11月　マーサー社入社　日本法人常務代表

取締役就任

平成21年11月　産業革新機構入社　執行役員

平成26年１月　一般財団法人Japan Innovation

Network設立　専務理事（現任）

平成27年６月　日本防災プラットホーム設立　代表

理事（現任）

平成28年６月　当社取締役（監査等委員）就任（現

任）

（注）５ －

計 627,000

 （注）１．平成28年６月17日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって

監査等委員会設置会社に移行しております。

２．取締役 Carl T. Camden（カール・ティー・カムデン）、玉越良介、進藤直滋及び西口尚宏は、社外取締役

であります。

３．取締役嶋崎広司、玉越良介、進藤直滋及び西口尚宏は、監査等委員であります。

４．監査等委員でない取締役の任期は、平成28年６月17日開催の定時株主総会終結の時から、選任後１年以内に

終結する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

５．監査等委員である取締役の任期は、平成28年６月17日開催の定時株主総会終結の時から、選任後２年以内に

終結する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６．当社は、変化の早い事業環境に対する機動的な判断を実現し、各事業における成長速度の引き上げを目指し

執行役員制度を導入しております。取締役を兼務しない執行役員は以下のとおりであります。

 氏　名 担　当

執　行　役　員  林 　大介 　法務担当

執　行　役　員 長井　利仁 　ITOセグメント長

執　行　役　員 宮村　幹夫 　エンジニアリングセグメント長

執　行　役　員 峯尾　太郎 　リクルーティングセグメント長

執　行　役　員 高倉　敏之 　(派遣・BPOセグメント）BPO領域担当

執　行　役　員 正木　慎二 　(派遣・BPOセグメント）派遣サービス業務革新担当

執　行　役　員 木村　和成 　(派遣・BPOセグメント）パナソニックエクセルグループ担当

執　行　役　員 山崎　高之 　海外担当
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、当社グループを取り巻くすべてのステークホルダーから信頼され続け、また同時に、社会に貢献で

きる企業を目指しております。そのため経営の透明性や健全性に加え、あらゆる場面において社会倫理と法令

遵守に基づき行動する企業風土を醸成し、堅持し続けるための体制作りを進めてまいります。

①　企業統治の体制の状況等

（ⅰ）企業統治の体制の概要

　当社は平成28年６月17日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより監査等委員会設

置会社に移行しております。

　取締役会は有価証券報告書提出日現在において取締役10名（うち社外取締役４名）で構成されておりま

す。監査等委員会設置会社移行前においては、原則として毎月１回定期に取締役会を開催し取締役会規程に

定める事項並びに重要な意思決定を行っており、必要に応じて臨時取締役会を開催するものとしておりまし

た。また取締役の意思決定機能及び監督機能の強化を目的とした執行役員制度を導入し、業務執行責任の明

確化を図るほか、事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図るため、経営会議を原則として月２回開催

し、当社グループの全般的な重要事項について審議しておりました。監査等委員会設置会社移行後は、引き

続き執行役員制度及び経営会議を活用し機動的な運営を図りつつ、取締役（監査等委員である取締役を含

む）の職務執行を監督する立場にある監査等委員会により、取締役会の監査・監督機能を強化することで、

より透明性の高い経営の実現と経営の機動性の向上の両立を目指してまいります。

（ⅱ）企業統治の体制を採用する理由

当社では、監査等委員会設置会社を採用し、４名の監査等委員を選任しております。監査等委員会の監査

等委員のうち３名は社外取締役の資格要件を満たしており、独立性が担保されていると考えております。ま

た３名の社外取締役を含む４名の監査等委員により構成される監査等委員会により取締役の職務執行の監査

が行われていることから、外部からの経営監視機能は有効であると判断し、現在の体制を採用しておりま

す。また取締役の意思決定機能及び運営体制の強化を図るため執行役員制度の導入、並びに原則月２回の経

営会議を開催しております。機能別役割と業務執行責任の明確化を図ること、また、経営会議を活用し、当

社グループの全般的な重要事項の審議やその他事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図ることで変化

の早い事業環境に対する機動的な対応を実現し、適正な企業統治がなされていると考えております。

（ⅲ）内部統制システムの整備の状況

　当社は、内部統制基本方針を定め、その方針に従い業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、法令の遵

守及び資産の保全を確保するために体制の整備・構築を図っております。なお、当社は平成28年６月17日開

催の取締役会の決議により内部統制基本方針を一部改定し、以下のとおりとしております。

 

１．当社グループ各社の取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

（１）当社は、グループコンプライアンスに関する基本規程を制定し、当社グループ各社のコンプライアン

ス体制の整備及びコンプライアンスの実践に努める。

（２）当社は、グループ全体のコンプライアンスを統括する部署を当社に設置し、コンプライアンスに係る

諸施策を継続して実施するとともに、その活動状況を取締役会に報告する。

（３）当社は、当社グループの役職員に対して、コンプライアンスの教育・研修を継続的に行う。

（４）当社は、法令・定款等の違反行為を予防・早期発見するための体制として、当社のコンプライアンス

統括部署を窓口とするグループ内部通報制度を整備する。

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、文書等の保存に関する規程を定め、重要な会議の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報を

含む重要な文書等は、同規程の定めるところに従い適切に保存及び管理を行う。また、取締役又は監査等

委員会等から要請があった場合に備え、適時閲覧が可能な状態を維持する。

 

３．当社グループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社は、執行役員制度を導入することで業務執行責任を明確化し、取締役会の意思決定機能及び監督

機能の強化を図る。
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（２）当社は、事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図るため、経営会議を原則として月２回開催

し、当社グループの全般的な重要事項について審議する。

（３）当社は、三事業年度を期間とするグループ中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を具体化するた

め、毎事業年度ごとのグループ全体の重点経営目標及び予算配分等を定める。

（４）当社は、当社グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他の組織に関する基

準を定め、子会社等にこれに準拠した体制を構築させる。

（５）当社は、経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ITシステムの主管

部署を置いて整備を進め、グループ全体での最適化を図る。

 

４．当社グループ各社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）取締役及び執行役員は、当社グループの事業活動に関するリスクを定期的に把握・評価し、毎事業年

度の経営計画に適切に反映する。また、グループ全体のリスク管理が適切になされるようグループリ

スクの管理に関する規程を制定する。

（２）当社は、大規模地震等の危機の発生に備え、危機管理に関する規程を制定し、グループにおける危機

管理体制の整備、危機発生時の連絡体制の構築及び定期的な訓練の実施等、適切な体制を整備する。

５．当社グループ各社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社は、グループの企業価値を最大化する観点から、関係会社に対する適切な株主権の行使を行う。

（２）当社は、関係会社管理に関する規程において、関係会社における経営上の重要事項の決定を事前承認

事項とし、また、関係会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、当社への定期的な報

告を義務付ける。

（３）内部監査部門は、グループ全体の法令・定款及び社内規程の遵守体制の有効性について監査を行う。

また、是正・改善の必要がある場合、速やかにその対策を講じるように適切な助言、勧告及び支援を

行う。

（４）当社グループの役員、執行役員及び使用人は、当社に設置した内部通報窓口を利用することができ

る。

 

６．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、監査等委員会の要請に基づき、必要に応じてその職務を専属的に補助する使用人を配置する。

当該使用人に対する日常の指揮命令権は、監査等委員会にあり、監査等委員でない取締役からは指揮命令

を受けない。また、当該使用人に関する人事異動、人事考課及び懲戒処分等は、監査等委員会の同意を得

たうえで行う。

 

７．当社グループ各社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本項目について同じ。）、執行役員

及び使用人が監査等委員会に報告するための体制

（１）当社グループ各社の取締役、執行役員及び使用人は、監査等委員会又は監査等委員会の指示を受けた

者の求めに応じて、事業及び内部統制の状況等の報告を行い、内部監査部門は内部監査の結果等を報

告する。

（２）当社グループ各社の取締役、執行役員及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又

は会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を知ったときは、速やかに監査等委員会

に報告する。

（３）当社グループ各社における取締役、執行役員及び使用人は、当社グループ各社に著しい損害を及ぼす

事実又はそのおそれのある事実を知ったときは、速やかに当社グループの定める担当部署に報告す

る。当該担当部署は、取締役、執行役員及び使用人から報告を受けた事項について、速やかに当社の

監査等委員会に報告する。

（４）当社は、内部通報制度の適用対象に当社グループ各社を含め、当社グループ各社における法令、定

款、又は社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上の重大な問題に係る通報につい

て、監査等委員会への適切な報告体制を確保する。

 

８．監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保

するための体制

当社グループは、就業規則等の社内規程において、従業員が、監査等委員会への報告又は内部通報窓口

への通報により、人事評価において不利な取扱いを受けることがなく、また懲戒その他の不利益処分の対

象となることがないことを明示的に定める。
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９．監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員会及び監査等委員会の指示を受けた者がその職務の執行について生ずる費用の前払

い又は支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査等委員会の職務

の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じる。

 

10．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会は、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び重要な使用

人に対して報告を求め、代表取締役社長、内部監査部門及び会計監査人とそれぞれ定期的な意見交換の実

施を求めることができる。

 

11．財務報告の信頼性を確保するための体制

（１）当社は、財務報告の信頼性及び金融商品取引法に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提出のた

め、代表取締役社長の指示のもと、内部統制システムを構築し、その仕組みが適正に機能することを

継続的に評価し、必要な是正を行う。

（２）当社グループ各社は、財務報告の信頼性を確保するため、社内の必要な手続き及び承認を得て、当社

に財務情報を提出する。

（３）当社は、財務報告の信頼性を確保するため、社内の必要な手続き及び承認を得て、財務情報を社外に

公表する。

 

12．反社会的勢力排除に向けた体制

（１）当社グループは、反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応し一切の関係を遮断する。

（２）当社グループは、主管部署を定め、所轄警察署や特殊暴力防止に関する地域協議会等から関連情報を

収集し不測の事態に備えるとともに、事態発生時には主管部署を中心に外部機関と連携し、組織的に

対処する。

 

　当社のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要は下記のとおりです。

　なお、各部門及びグループ会社各社において行われる諸規程の整備、業務手順の周知徹底と遵守、マニュア

ル類の整備などについては、グループ全体の内部統制システムの整備の観点から、当社内の部署としてグルー

プ内部統制室を設け、統制活動の推進、整備・運用状況評価の収集及び検討、改善要請等を行っております。
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（ⅳ）リスク管理体制の整備の状況

　当社は、事業活動に伴う各種リスクに対し、上記（ⅲ）記載のとおり、内部統制基本方針に定めておりま

す。グループ全体のリスク管理が適切になされるようグループリスクの管理に関する規程を制定しており、

取締役及び執行役員は、当社グループの事業活動に関するリスクを定期的に把握・評価し、毎事業年度の経

営計画に適切に反映することを定めております。また、大規模地震等の危機の発生に対する備えとして、危

機管理規程を制定し、危機管理体制の整備、危機発生時の連絡体制の構築及び定期的な訓練の実施等、適切

な体制を整備しております。

（ⅴ）子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　当社は、当社グループ全社に適用されるテンプグループ共通規程を定めております。また事業運営体制に

おいては、各セグメントに執行役員を配したほか、当社の法務、人事、財務、情報システムなどグループ全

体を統括する機能を有する各部門にも各々執行役員を配し、機能別役割の明確化やセグメント機能の充実を

図り、各事業拡大に合わせた運営体制の強化や効率化を進めております。

②　内部監査及び監査等委員会監査の状況

　当社の内部監査の組織は、責任者を含み要員４名の人員で構成され、当社及び国内・海外子会社を含め、内

部監査を実施しております。内部監査は、代表取締役社長の承認を得た監査計画に基づき、当社及び子会社の

各部署・各部門について定期的に実施しております。また、代表取締役社長から特命の監査の指示がある場合

は、臨時の特別監査としてこれを実施します。

　監査等委員会は、常勤の監査等委員１名と非常勤の監査等委員３名によって構成されております。監査等委

員は、取締役会での議決権行使、重要会議への出席及び代表取締役社長との定期な協議等により経営の監査監

督機能を担っております。さらに常勤の監査等委員による取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従

業員に対する業務執行状況ヒアリングや、各事業部門の運営・管理等の実査を行い、コンプライアンス、リス

ク管理状況等を確認しております。監査等委員は、実効性のある運用状況の確認を目指し、内部監査部門担当

者及び会計監査人と定期的に意見交換を行い連携を深めているほか、内部統制活動の推進等を行うグループ内

部統制室からも情報を収集しております。

③　会計監査の状況

　当社は、会社法監査及び金融商品取引法監査について有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており

ます。

　当社の会計監査業務において、監査法人及び業務執行社員と当社との間には特別の利害関係はなく、監査法人

と当社との間では、監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っております。

　なお、当期において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は、以下のと

おりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員：小野敏幸、山田円、杉原伸太朗

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士７名、その他９名

④　社外取締役

　当社では、公正で実効性の高いコーポレート・ガバナンスの実現を目的として社外役員を選任しておりま

す。社外取締役の幅広い知識と経験に基づいた外部の視点からの経営監督機能及び高い専門性や豊富な実務経

験に基づいた経営監査機能により、当社グループにおけるガバナンス体制の充実を図っております。

　当社の社外取締役であるCarl T. Camden（カール・ティー・カムデン）氏は、Kelly Services, Inc.のプレ

ジデント兼チーフエグゼクティブオフィサー兼ディレクターを、当社と兼任しております。同氏の選任は、業

界先進国における豊富な経験に基づく、専門的かつ適切なアドバイスを当社の事業経営に活かすことを目的と

しております。同氏は、意思決定に対して影響を与える取引関係並びに利害関係を有しておらず、一定の独立

性が確保されております。なおKelly Services, Inc.は、当社の連結子会社と同じく人材派遣事業、人材紹介

事業及びアウトソーシング事業等を行っております。当社及び連結子会社と同社間にはグローバルセールスア

ンドマーケティング契約及びアジア・パシフィック地域のおける合弁事業化契約を締結しております。

　社外取締役の玉越良介氏、進藤直滋氏、並びに西口尚宏氏は、いずれも監査等委員であります。社外取締役

玉越良介氏は、長年に亘る金融機関の経営者としての豊富な経験とグローバルで幅広い見識を当社の経営に活

かしていただけるものと判断しております。社外取締役進藤直滋氏は、公認会計士及び税理士として高度な専

門知識と実務経験に基づく深い見識を当社の経営の健全性確保のために活かし、当社のグループガバナンス等

の向上に貢献していただけるものと判断しております。社外取締役西口尚宏氏は、経営者としての豊富な経験

と、グローバルで幅広い見識を当社の経営に活かしていただけるものと判断しております。
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　なお、進藤直滋氏、西口尚宏氏は、当社の主要株主や主要取引先の業務執行者等であった経歴がないことか

ら、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定をし、同取引所に届け出る予定であります。

 社外取締役を選任するにあたっては、独立性に関する数値等の基準は特に設けず、総合的な判断をもって選

任しております。選任に際しては、当該社外取締役候補者が当社グループの取引先もしくは主要株主の業務執

行者である場合には、当社の経営に支配的な影響を及ぼすような状況になく一般株主と利益相反のおそれがな

いと判断できるかどうか、また当社のコーポレート・ガバナンス強化に繋がる、現状の世界経済や国内外の経

済環境、金融情勢等について高い知見や情報・知識を有しているか、経営や監査等の専門的かつ最新の知識・

経験等を有しているか等を総合的に勘案し選任しております。

⑤ 役員報酬等

（ⅰ）役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 賞与

取締役

（社外取締役を除く）
145 115 29 5

監査役

（社外監査役を除く）
6 6 － 1

社外役員 18 18 － 3

 

（ⅱ）役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役及び監査役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当社から受ける財産上の利益は、株主総

会の決議によって定める旨定款に定めております。取締役の報酬総額は年額500百万円以内（うち社外取

締役分は年額30百万円以内）とし、監査役の報酬総額は年額100百万円以内とする旨、平成21年６月25日

開催の定時株主総会において決議いただいております。なお当社は、平成28年６月17日開催の定時株主総

会において定款の変更が決議されたことにより有価証券報告書提出日現在において監査等委員会設置会社

に移行しております。変更後の定款においては、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役について、

その報酬、賞与その他の職務執行の対価として当社から受ける財産上の利益は、区別して定めなければな

らない旨を定めております。

⑥ 株式の保有状況

（ⅰ）最大保有会社

イ　会社名

テンプホールディングス㈱（提出会社）

 

ロ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

３銘柄　3,399百万円

ハ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

前事業年度（平成27年３月31日）

ａ．特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

Kelly Services, Inc．

（A種普通株式（無議決権株式））
1,576,169 3,306 （注）

Kelly Services, Inc．

（B種普通株式）
1,475 3 同上

㈱リクルートホールディングス 100 0
業務調査及び情報

収集

（注）アジアを中心に事業基盤の確立を図ってきた当社と、アジア以外の地域に関しても豊富なインフラ

と蓄積されたノウハウを有するKelly Services, Inc．が協力関係を築き、企業・求職者の多様な

ニーズに柔軟に対応できる体制を構築することを目的としております。

EDINET提出書類

テンプホールディングス株式会社(E21261)

有価証券報告書

 44/112



ｂ．みなし保有株式

　該当事項はありません。

当事業年度（平成28年３月31日）

ａ．特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

Kelly Services, Inc．

（A種普通株式（無議決権株式））
1,576,169 3,396 （注）

Kelly Services, Inc．

（B種普通株式）
1,475 2 同上

㈱リクルートホールディングス 100 0
業務調査及び情報

収集

（注）アジアを中心に事業基盤の確立を図ってきた当社と、アジア以外の地域に関しても豊富なインフラ

と蓄積されたノウハウを有するKelly Services, Inc．が協力関係を築き、企業・求職者の多様な

ニーズに柔軟に対応できる体制を構築することを目的としております。

ｂ．みなし保有株式

　該当事項はありません。

ニ　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はありません。

ホ　投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表

計上額

　該当事項はありません。

へ　投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表

計上額

　該当事項はありません。

（ⅱ）投資株式計上額が最大保有会社の次に大きい会社

イ　会社名

テンプスタッフ㈱

ロ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

９銘柄　2,512百万円

EDINET提出書類

テンプホールディングス株式会社(E21261)

有価証券報告書

 45/112



 

ハ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

 

前事業年度（平成27年３月31日）

ａ．特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

サイオステクノロジー㈱ 1,500,000 751
取引関係の維持・

発展

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー

プ
922,440 686 同上

㈱大塚商会（注） 48,000 245 同上

宝印刷㈱ 10,000 10 同上

㈱みずほフィナンシャルグループ 28,790 6 同上

㈱パソナグループ 1,500 1
業務調査及び情報

収集

カメイ㈱ 1,000 0
取引関係の維持・

発展

（注）㈱大塚商会は平成26年７月１日に株式分割を実施し１株を３株に分割しております。

 

ｂ．みなし保有株式

　該当事項はありません。

 

当事業年度（平成28年３月31日）

ａ．特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

サイオステクノロジー㈱ 1,500,000 1,641
取引関係の維持・

発展

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー

プ
922,440 481 同上

㈱大塚商会（注） 48,000 285 同上

宝印刷㈱ 10,000 13 同上

㈱みずほフィナンシャルグループ 28,790 4 同上

㈱パソナグループ 1,500 1
業務調査及び情報

収集

カメイ㈱ 1,000 1
取引関係の維持・

発展

 

ｂ．みなし保有株式

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

テンプホールディングス株式会社(E21261)

有価証券報告書

 46/112



 

ニ　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　該当事項はありません。

 

ホ　投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表

計上額

　該当事項はありません。

 

へ　投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表

計上額

　該当事項はありません。

 

⑥ 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定

款に定めております。また取締役の選任は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して行う旨を

定めております。

⑦ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件のうち、監査等委員である取締役の解任決議

を除く特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これらは、株主総会における特別決議の

定足数の要件を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

⑧ 剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定めることができる旨定款に定めております。また、当社

は、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めておりま

す。これらは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目

的とするものであります。

⑨ 自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能

とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

⑩ 取締役との責任限定契約

　当社は、会社法427条第１項の規定により、取締役との間に、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結できる旨定款に定めており、当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は責任限定契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円以上であらかじめ定めた額又は法令が

規定する最低責任限度額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役

が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

（単位：百万円）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬

非監査業務に基づく
報酬

監査証明業務に基づく
報酬

非監査業務に基づく
報酬

提出会社 50 40 58 -

連結子会社 77 56 61 2

計 127 97 119 2

 

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社の一部の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているDeloitte Touche

Tohmatsuに対して監査証明業務に基づく報酬を支払っております。

（当連結会計年度）

　当社の一部の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているDeloitte Touche

Tohmatsuに対して監査証明業務に基づく報酬を支払っております。また、当社及び一部の連結子会社は、当社

の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合

同会社及び税理士法人トーマツに対して非監査業務（主に、株式取得に関するアドバイザリー業務に関する報

酬）に基づく報酬を支払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、組織再編に係る税務手続に関す

る助言・指導業務等であります。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

 

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

　　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３

月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握し、会計基準の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、また、同機構内の企業会計基準委員会の行う研修会等へ参加し、当社グループ内において

情報を共有しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 60,645 51,227

受取手形及び売掛金 60,149 69,524

繰延税金資産 4,324 3,987

その他 5,729 6,006

貸倒引当金 △152 △134

流動資産合計 130,696 130,611

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,218 ※１ 5,320

減価償却累計額 △3,189 △3,141

減損損失累計額 △72 △72

建物及び構築物（純額） 1,956 2,106

工具、器具及び備品 3,921 4,401

減価償却累計額 △3,074 △3,259

減損損失累計額 △11 △17

工具、器具及び備品（純額） 835 1,123

土地 815 803

その他 812 1,116

減価償却累計額 △390 △607

減損損失累計額 △33 △33

その他（純額） 388 476

有形固定資産合計 3,996 4,510

無形固定資産   

商標権 11,061 10,110

のれん 66,023 70,302

その他 3,718 5,774

無形固定資産合計 80,803 86,187

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 5,693 ※２ 7,228

差入保証金 4,979 5,597

繰延税金資産 1,909 1,534

その他 932 716

貸倒引当金 △347 △146

投資その他の資産合計 13,167 14,929

固定資産合計 97,967 105,627

資産合計 228,663 236,238
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 674 902

短期借入金 15,099 787

1年内返済予定の長期借入金 4,640 4,640

未払金 28,665 33,152

未払法人税等 6,940 5,321

未払消費税等 16,626 7,664

賞与引当金 7,229 8,242

役員賞与引当金 114 139

その他 6,579 6,632

流動負債合計 86,569 67,482

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 14,798 851

長期借入金 13,920 24,993

繰延税金負債 3,640 3,638

退職給付に係る負債 4,050 2,657

長期未払金 1,499 3,017

その他 216 97

固定負債合計 38,124 35,255

負債合計 124,694 102,737

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,081 17,055

資本剰余金 13,673 20,520

利益剰余金 73,499 88,134

自己株式 △316 △327

株主資本合計 96,938 125,382

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,388 1,945

為替換算調整勘定 255 72

退職給付に係る調整累計額 △20 △194

その他の包括利益累計額合計 1,624 1,823

非支配株主持分 5,406 6,295

純資産合計 103,969 133,501

負債純資産合計 228,663 236,238
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 401,056 517,597

売上原価 304,531 394,949

売上総利益 96,524 122,647

販売費及び一般管理費 ※１ 73,054 ※１ 94,594

営業利益 23,470 28,052

営業外収益   

受取利息 11 14

受取配当金 89 84

助成金収入 99 112

持分法による投資利益 35 －

為替差益 96 －

償却債権取立益 1 78

その他 102 259

営業外収益合計 436 549

営業外費用   

支払利息 106 148

持分法による投資損失 － 70

為替差損 － 65

支払手数料 1 78

その他 29 48

営業外費用合計 136 411

経常利益 23,769 28,190

特別利益   

関係会社株式売却益 － ※２ 158

投資有価証券売却益 32 －

固定資産売却益 ※３ 0 ※３ 0

関係会社整理損戻入額 204 89

事業譲渡益 － 157

退職給付制度改定益 － 460

受取和解金 － ※４ 240

持分変動利益 － ※５ 103

段階取得に係る差益 52 －

特別利益合計 290 1,209

特別損失   

固定資産処分損 7 －

減損損失 ※６ 462 ※６ 392

投資有価証券売却損 22 －

関係会社株式売却損 － 24

のれん償却額 441 －

関係会社整理損 170 －

持分変動損失 220 －

その他 18 －

特別損失合計 1,343 417

税金等調整前当期純利益 22,716 28,982

法人税、住民税及び事業税 9,713 9,954

法人税等調整額 △353 717

法人税等合計 9,359 10,671

当期純利益 13,357 18,310

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△）
△67 954

親会社株主に帰属する当期純利益 13,424 17,356
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 13,357 18,310

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △55 556

為替換算調整勘定 203 △135

退職給付に係る調整額 3 △173

その他の包括利益合計 ※ 151 ※ 247

包括利益 13,508 18,558

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 13,455 17,630

非支配株主に係る包括利益 53 927
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,980 13,572 62,140 △313 85,380

会計方針の変更による累積
的影響額

  △18  △18

会計方針の変更を反映した当
期首残高

9,980 13,572 62,121 △313 85,361

当期変動額      

新株の発行 101 101   202

剰余金の配当   △2,046  △2,046

親会社株主に帰属する当期
純利益

  13,424  13,424

自己株式の取得    △3 △3

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

    －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 101 101 11,377 △3 11,576

当期末残高 10,081 13,673 73,499 △316 96,938

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調

整累計額
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,444 172 △24 1,593 2,829 89,803

会計方針の変更による累積
的影響額

     △18

会計方針の変更を反映した当
期首残高

1,444 172 △24 1,593 2,829 89,785

当期変動額       

新株の発行      202

剰余金の配当      △2,046

親会社株主に帰属する当期
純利益

     13,424

自己株式の取得      △3

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

     －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△55 83 3 30 2,576 2,607

当期変動額合計 △55 83 3 30 2,576 14,184

当期末残高 1,388 255 △20 1,624 5,406 103,969
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,081 13,673 73,499 △316 96,938

会計方針の変更による累積
的影響額

    －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

10,081 13,673 73,499 △316 96,938

当期変動額      

新株の発行 6,973 6,973   13,947

剰余金の配当   △2,721  △2,721

親会社株主に帰属する当期
純利益

  17,356  17,356

自己株式の取得    △11 △11

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

 △126   △126

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 6,973 6,846 14,634 △11 28,443

当期末残高 17,055 20,520 88,134 △327 125,382

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調

整累計額
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,388 255 △20 1,624 5,406 103,969

会計方針の変更による累積
的影響額

     －

会計方針の変更を反映した当
期首残高

1,388 255 △20 1,624 5,406 103,969

当期変動額       

新株の発行      13,947

剰余金の配当      △2,721

親会社株主に帰属する当期
純利益

     17,356

自己株式の取得      △11

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

     △126

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

556 △183 △173 199 888 1,088

当期変動額合計 556 △183 △173 199 888 29,531

当期末残高 1,945 72 △194 1,823 6,295 133,501
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 22,716 28,982

減価償却費 2,749 3,061

減損損失 462 392

のれん償却額 4,243 5,294

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 278 △1,580

賞与引当金の増減額（△は減少） 575 831

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7 25

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14 △218

受取利息及び受取配当金 △101 △98

支払利息 106 148

持分法による投資損益（△は益） △35 70

持分変動損益（△は益） 220 △103

段階取得に係る差損益（△は益） △52 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △133

投資有価証券売却損益（△は益） △9 －

固定資産処分損益（△は益） 6 0

関係会社整理損 170 －

事業譲渡損益（△は益） － △157

助成金収入 △99 △112

売上債権の増減額（△は増加） △7,651 △5,864

営業債務の増減額（△は減少） 5,202 2,370

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,759 △9,407

長期未払金の増減額（△は減少） △118 1,300

その他の資産の増減額（△は増加） △459 188

その他の負債の増減額（△は減少） △564 △392

小計 38,376 24,595

利息及び配当金の受取額 114 108

利息の支払額 △110 △143

補助金の受取額 － 131

助成金の受取額 99 112

法人税等の支払額 △10,332 △11,756

法人税等の還付額 747 231

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,894 13,279
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △102 △146

定期預金の払戻による収入 102 350

有形固定資産の取得による支出 △873 △1,491

有形固定資産の売却による収入 71 0

無形固定資産の取得による支出 △1,354 △2,791

投資有価証券の取得による支出 △80 △568

投資有価証券の売却による収入 998 3

子会社株式の取得による支出 △1,874 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
※２ △9,191 ※２ △10,457

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ 54

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
－ △32

事業譲受による支出 △625 －

事業譲渡による収入 － 162

貸付けによる支出 △31 △9

貸付金の回収による収入 38 107

差入保証金の差入による支出 △740 △1,016

差入保証金の回収による収入 343 482

その他 △210 288

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,529 △15,065

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 15,213 －

短期借入金の返済による支出 △121 △15,000

長期借入れによる収入 － 15,713

長期借入金の返済による支出 △4,640 △4,860

自己株式の取得による支出 △3 △11

非支配株主からの払込みによる収入 1,045 60

配当金の支払額 △2,046 △2,721

非支配株主への配当金の支払額 △7 △21

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △279

その他 △502 △93

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,937 △7,213

現金及び現金同等物に係る換算差額 △54 △67

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 24,248 △9,066

現金及び現金同等物の期首残高 35,957 60,205

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 60,205 ※１ 51,138
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　　　84社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため、省略しており

ます。

　株式取得に伴い、㈱P&Pホールディングス及び同社子会社６社、Capita Pte. Ltd.及び同社子会社２社を連

結の範囲に含めております。

 

（２）主要な非連結子会社の名称等

　該当事項はありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用の関連会社数　　3社

　主要な関連会社名は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため、省略しておりま

す。

　株式取得に伴い、㈱ベネッセi－キャリアを持分法適用の範囲に含めております。

 

（２）持分法を適用していない関連会社

　㈱ビーナス・テクノロジィズ

（持分法の適用範囲から除いた理由）

　㈱ビーナス・テクノロジィズは、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　以下の連結子会社の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を

使用しております。ただし、１月１日から、連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

　TS Kelly Workforce Solutions Limited

　TS Consulting International, Inc.

　Shanghai Tempstaff Consulting Co., Ltd.

　Intelligence Korea Co., Ltd.

　Suzhou Tempstaff Consulting Co., Ltd.

　Tempstaff (Guangzhou) Co., Ltd.

　Intelligence Taiwan Co., Ltd.

　PT.Intelligence HRSolutions Indonesia

　Tempstaff Shanghai Co., Ltd.

　Kelly Services Hong Kong Limited

　Shanghai Kelly Services Human Resources Co., Ltd.

　BTI Consultants Korea Ltd.

　Kelly Services, KOREA Ltd.

　INTELLIGENCE VIETNAM CO., LTD.

　TS Intelligence South Asia Holdings Pte. Ltd.

　Intelligence Asia Pte. Ltd.

　英創人材服務（上海）有限公司

　英創安衆企業管理諮詢（上海）有限公司

　英創人材服務（大連）有限公司

　Staff Management Consultancy Limited

　Intelligence Hong Kong Limited

　英創人力資源服務（深圳）有限公司

　英創安衆企業管理諮詢（深圳）有限公司

　Intelligence SMC Consulting Limited

　Intelligence Business Solutions Vietnam Co., Ltd.

　Capita Pte. Ltd.

　Capita Global Holdings Pte. Ltd.

　Capita Search Pte. Ltd.

　Capita Global Outsourcing Sdn. Bhd.
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　Capita Global Sdn. Bhd.

　Mytalent Solutions Sdn. Bhd.

　First Alliances Co., Ltd.

 

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　デリバティブ

　時価法を採用しております。

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～50年

工具、器具及び備品　　２～20年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、商標権については20年、自社利用のソフトウエアについては即時償却又は社内における利用可能期

間（２～５年）で償却しております。

ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

（３）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

ハ　役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

 

（４）退職給付に係る会計処理の方法

イ　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準または期間定額基準によっております。

ロ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による按分

額を費用処理または発生時に一括費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（９年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理または当連結会計年度で一括費用

処理しております。

ハ　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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（５）重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利通貨スワップについては一体処理(特例処理、

振当処理)によっております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　…　金利通貨スワップ

　ヘッジ対象　…　長期借入金

ハ　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスク及び為替変動リスクを低減することを目的として金利通貨スワップ取引を行って

おります。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　リスク管理方針に従って、金利通貨スワップを一体処理しているため有効性の評価を省略しております。

 

（６）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんは、のれんの帰属する事業ごとに超過収益力の効果の発現する期間を見積り、５～20年で均等償却し

ております。ただし、金額に重要性が乏しい場合には、発生時にその全額を償却しております。

 

（７）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

（８）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

ロ　転換社債型新株予約権付社債の処理方法（発行者側）

　社債の対価部分と新株予約権の対価部分を区別せず、普通社債の発行に準じて処理しております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動によ

る差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に

変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定に

よる取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更してお

ります。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項⑷、連結会計基準第44－５項⑷及び事業分

離等会計基準第57－４項⑷に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって

適用しております。

　当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は

売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の

変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生

じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。

　なお、当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結財務諸表等におけるキャッシュ・フ

ロー計算書の作成に関する実務指針第26－４項に定める経過的な取扱いに従っており、比較情報の組替えは行って

おりません。

　この結果、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。
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（未適用の会計基準等）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

(1）概要

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上

の実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企業会

計基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能

性の判断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、

企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本的に踏襲し

た上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税金

資産の回収可能性について、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたも

のであります。
 

（分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの見直し）

・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取

扱い

・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

 

(2）適用予定日

平成28年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時

点で評価中であります。

 

 

（表示方法の変更）

　（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「償却債権取立益」は、金額的重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた103百万円

は、「償却債権取立益」1百万円、「その他」102百万円として組み替えております。

　また、前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、金額的重要性が

増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会

計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた30百万円

は、「支払手数料」1百万円、「その他」29百万円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　圧縮記帳額

　国庫補助金の受入れにより、有形固定資産の取得価額から直接減額された圧縮記帳額は、次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第連結会計年度

（平成28年３月31日）

建物及び構築物 － 120百万円

 

※２　投資有価証券のうち、関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

投資有価証券（株式） 279百万円 649百万円

 

　３　保証債務

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証及び保証予約を行っております。

　債務保証

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

テンプスタッフ・

ライフアドバイザリー㈱
5百万円 5百万円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

従業員給料手当及び賞与 32,660百万円 41,231百万円

賞与引当金繰入額 3,548 4,561

役員賞与引当金繰入額 115 140

退職給付費用 576 838

賃借料 5,624 7,384

 

※２　関係会社株式売却益

　関係会社株式売却益のうち、128百万円は当社連結子会社である㈱テンプ総合研究所株式の売却に伴うものでありま

す。

 

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 －百万円

工具、器具及び備品 0 0

その他 0 0

計 0 0

 

※４　受取和解金

　派遣事業における新基幹システムの開発中止に伴う、発注先に対する損害賠償請求の和解金であります。

 

※５　持分変動利益

　連結子会社である㈱インテリジェンスが持分法適用会社である㈱ベネッセi-キャリアに一部の事業の譲渡を行ったこ

とによるものであります。
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※６　減損損失

　前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 場所 種類
減損損失

（百万円）

派遣事業における業務・

販売管理システム
東京都渋谷区

建物及び構築物 　　　　　　　　　　　　　　　0

工具、器具及び備品 　　　　　　　　　　　　　　　1

その他有形固定資産 　　　　　　　　　　　　　　 27

その他無形固定資産

（ソフトウエア仮勘定等）
　　　　　　　　　　　　　　355

計 　　　　　　　　　　　　　 385

事業用資産 香港

建物及び構築物 　　　　　　　　　　　　　　71

工具、器具及び備品 　　　　　　　　　　　　　　 5

計 　　　　　　　　　　　　　　76

　当社グループの資産のグルーピング方法は、管理会計上の区分に基づいて事業用資産をグルーピングしており、遊休

資産については個別資産ごとにグルーピングしております。

　派遣事業における業務・販売管理システムについては、当連結会計年度より業務機能単位で順次カットオーバーを目

指して開発を進めておりましたが、当システムの開発の現状を改めて検討した結果、全体稼動の目処が立たないことが

判明いたしました。そのため将来の使用が見込まれない部分の帳簿価額をすべて減額し、当該減少額を減損損失として

計上しております。

　当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来的な使用が見込まれないことから、

使用価値は零としております。

　また、事業用資産については、当初想定されていた収益が見込めなくなったため、帳簿価額をすべて減額し、減損損

失として計上しております。

 

　当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 場所 種類
減損損失

（百万円）

サーバー・ネットワーク

東京都江東区

東京都千代田区

東京都品川区

工具、器具及び備品 　　　　　　　　　　　　　　　7

その他無形固定資産 　　　　　　　　　　　　　　 37

計 　　　　　　　　　　　　　　45

連結子会社㈱インテリ

ジェンスの事務派遣事業
―

商標権 　　　　　　　　　　　　　 347

計 　　　　　　　　　　　　　 347

　当社グループの資産のグルーピング方法は、管理会計上の区分に基づいて事業用資産をグルーピングしており、遊休

資産については個別資産ごとにグルーピングしております。

　サーバー・ネットワークについては、ネットワーク統合プロジェクト実施に伴い、不要となった資産の帳簿価額をす

べて減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

　また、連結子会社であるテンプスタッフ㈱及び㈱インテリジェンスの平成27年12月25日付の取締役会において、㈱イ

ンテリジェンスの事務派遣事業を平成28年２月１日付でテンプスタッフ㈱へ吸収分割することを、それぞれ決議し、今

後ビジネスシナジーの最大化に向け、事務派遣領域においては「Intelligence」商標を使用しないため㈱インテリジェ

ンスにおいて事務派遣領域に該当する商標権を減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

　当該資産グループの回収可能価額は、いずれも使用価値により測定しておりますが、将来的な使用が見込まれないこ

とから、使用価値は零としております。
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △169百万円 779百万円

組替調整額 △22 －

税効果調整前 △191 779

税効果額 135 △222

その他有価証券評価差額金 △55 556

為替換算調整勘定：   

当期発生額 203 △70

組替調整額 － △64

税効果調整前 203 △135

税効果額 － －

為替換算調整勘定 203 △135

退職給付に係る調整額：

当期発生額 8 △248

組替調整額 △1 △1

税効果調整前 6 △249

税効果額 △3 75

退職給付に係る調整額 3 △173

その他の包括利益合計 151 247

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

 
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式     

普通株式　（注）１ 73,521 72 － 73,593

合計 73,521 72 － 73,593

自己株式     

普通株式　（注）２ 426 0 － 427

合計 426 0 － 427

（注）１．普通株式の発行済株式の増加は、転換社債型新株予約権付社債の権利行使による増加72千株であります。

２. 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
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３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 1,023 14 平成26年３月31日 平成26年６月23日

平成26年11月11日

取締役会
普通株式 1,023 14 平成26年９月30日 平成26年12月５日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 1,316 利益剰余金 18 平成27年３月31日 平成27年６月22日

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

 
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式     

普通株式　（注）１，２ 73,593 162,197 － 235,791

合計 73,593 162,197 － 235,791

自己株式     

普通株式　（注）１，３ 427 861 － 1,288

合計 427 861 － 1,288

（注）１．当社は、平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

２. 普通株式の発行済株式総数の増加162,197千株は、株式分割による増加157,100千株及び転換社債型新株

予　約権付社債の権利行使による増加5,096千株であります。

３. 普通株式の自己株式数の増加861千株は、株式分割による増加858千株及び単元未満株式の買取りによる

増　加3千株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 1,316 18 平成27年３月31日 平成27年６月22日

平成27年11月10日

取締役会
普通株式 1,404 18 平成27年９月30日 平成27年12月４日

 

 

EDINET提出書類

テンプホールディングス株式会社(E21261)

有価証券報告書

 65/112



（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 1,641 利益剰余金 7 平成28年３月31日 平成28年６月20日

（注）当社は、平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 60,645 百万円 51,227 百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △439 △88 

現金及び現金同等物 60,205 51,138 

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式取得により新たに以下の会社を連結子会社としたことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株

式取得価額と株式取得による収入及び支出との関係は次のとおりであります。

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

パナソニック エクセルスタッフ㈱及び同社子会社３社

（百万円）

流動資産 16,577

固定資産 1,128

のれん 11,844

流動負債 △9,750

固定負債 △484

非支配株主持分 △2,494

株式の取得価額 16,821

現金及び現金同等物 △7,760

取得による支出 9,061

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

（１）㈱P&Pホールディングス及び同社子会社６社

（百万円）

流動資産 5,471

固定資産 714

のれん 1,997

流動負債 △2,545

固定負債 △217

非支配株主持分 △186

新株予約権 △0

株式の取得価額 5,231

現金及び現金同等物 △2,609

取得による支出 2,621

 

（２）Capita Pte. Ltd.及び同社子会社２社

（百万円）

流動資産 1,853

固定資産 109

のれん 6,079

流動負債 △1,092

固定負債 △5

株式の取得価額 6,943

現金及び現金同等物 △590

取得による支出 6,352

 

 

 

　３　重要な非資金取引の内容
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前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

新株予約権の行使による資本金の増加額

（注）
101百万円 6,973百万円

新株予約権の行使による資本剰余金の増加

額（注）
101 6,973 

新株予約権の行使による転換社債型新株予

約権付社債の減少額（注）
202 13,947 

（注）130％コールオプション条項付第２回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の行使によるも

のです。
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（リース取引関係）

所有権移転外ファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース資産の内容

（１）有形固定資産

主として事業用サーバー関連機器（工具、器具及び備品）であります。

 

（２）無形固定資産

ソフトウエアであります。

 

２．リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　（２）重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、運転資金、設備資金及び投資資金についてはまず営業キャッシュ・フローで獲得した資

金を投入し、不足分について必要な資金を主に銀行借入及び社債発行等により調達しております。

一時的な余資は安全性の高い金融商品で運用しております。

　デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

① 営業債権

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

② 投資有価証券

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

③ 営業債務

営業債務である未払金、未払法人税等及び未払消費税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。

④ 借入金、転換社債型新株予約権付社債

借入金は主に運転資金、設備投資資金及び㈱インテリジェンスホールディングス（現在の㈱インテリジェ

ンス）、パナソニック エクセルスタッフ㈱、Capita Pte. Ltd.の株式取得のために調達したものであり、転

換社債型新株予約権付社債は運転資金、設備投資資金及び借入金返済のために発行したものであります。こ

のうち一部は、外貨建てであるため為替相場の変動リスク及び金利の変動リスクに晒されておりますが、デ

リバティブ取引（金利通貨スワップ取引）を利用してヘッジしております。

⑤ デリバティブ取引

デリバティブ取引は、借入金に係る将来の為替相場の変動リスクを軽減する目的及び借入金の金利上昇リ

スクを回避軽減する目的で金利通貨スワップを行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段と

ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 （５）重要なヘッジ会計の方法」」をご参照ください。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部門が主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほ

とんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、借入金に係る為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを抑制するために金利通貨ス

ワップ取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、市況や発行体との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引の目的、内容及び決裁基準等を定めた社内ルールに従

い、所定の決裁担当者の承認を得て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持な

どにより流動性リスクを管理しております。

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（ (注)２．参照）。

 

前連結会計年度（平成27年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 60,645 60,645 －

(2) 受取手形及び売掛金 60,149 60,149 －

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 5,117 5,117 －

資産計 125,911 125,911 －

(4) 短期借入金 15,099 15,099 －

(5) 未払金 28,665 28,665 －

(6) 未払法人税等 6,940 6,940 －

(7) 未払消費税等 16,626 16,626 －

(8) 転換社債型新株予約権付社債 14,798 22,197 7,399

(9) 長期借入金（※） 18,560 18,560 －

負債計 100,689 108,088 7,399

（※）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 51,227 51,227 －

(2) 受取手形及び売掛金 69,524 69,524 －

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 6,061 6,061 －

資産計 126,813 126,813 －

(4) 短期借入金 787 787 －

(5) 未払金 33,152 33,152 －

(6) 未払法人税等 5,321 5,321 －

(7) 未払消費税等 7,664 7,664 －

(8) 転換社債型新株予約権付社債 851 1,404 553

(9) 長期借入金（※） 29,633 29,734 101

負債計 77,410 78,064 654

（※）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注

記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(4) 短期借入金、(5) 未払金、(6) 未払法人税等、及び(7) 未払消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(8) 転換社債型新株予約権付社債

　市場価格に基づき算定しております。

(9) 長期借入金
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　長期借入金のうち、固定金利及び金利通貨スワップの一体処理（特例処理、振当処理）によるもの

は、元金利の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。

　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

　金利通貨スワップの一体処理（特例処理、振当処理）によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入

金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非上場株式及び関係会社株式 576 1,166

　これらについては、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資有価証券」には

含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 60,645 － － －

受取手形及び売掛金 60,149 － － －

合計 120,794 － － －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 51,227 － － －

受取手形及び売掛金 69,524 － － －

合計 120,751 － － －
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４．短期借入金、長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

（単位：百万円）

 1年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 15,099 － － － － －

長期借入金 4,640 4,640 4,640 4,640 － －

合計 19,739 4,640 4,640 4,640 － －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 1年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 787 － － － － －

長期借入金 4,640 4,640 4,640 10,000 － 5,713

合計 5,427 4,640 4,640 10,000 － 5,713
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

（単位：百万円）

 種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 5,117 3,073 2,043

(2) その他 － － －

小計 5,117 3,073 2,043

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 － － －

(2) その他 － － －

小計 － － －

合計 5,117 3,073 2,043

　（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額 296百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 5,948 3,116 2,831

(2) その他 － － －

小計 5,948 3,116 2,831

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 113 114 △0

(2) その他 － － －

小計 113 114 △0

合計 6,061 3,231 2,830

　（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額 517百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

２．売却したその他有価証券

該当事項はありません。

 

３．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 
 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類

主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
(百万円)

金利通貨スワップの
一体処理（特例処
理、振当処理）

金利通貨スワップ     

受取変動・支払固定 長期借入金 3,427 3,427 (注)

(注) 金利通貨スワップの一体処理（特例処理、振当処理）によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループが採用している退職給付制度の概要は以下のとおりであります。

会社 退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社 確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。

一部の連結子会社 確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

一部の連結子会社
確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用するほか、確定給付型の制度

として総合設立型厚生年金基金制度を設けております。

一部の連結子会社
確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用するほか、確定給付型の制度

として退職一時金制度を設けております。

　一部の連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対応する年

金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出年金と同様に会計処理しております。

　一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び

退職給付費用を計算しております。

　一部の連結子会社は、平成27年4月に退職一時金制度について確定拠出年金制度へ移行しました。

　一部の連結子会社は、従来採用していた退職一時金制度を平成28年3月31日に廃止し、その時点における要支給

額を退職時に支払うことを従業員と同意いたしました。このため廃止日時点の要支給額を長期未払金に含めて計上

しております。

 

２．確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

(百万円)

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 2,422 3,118

会計方針の変更による累積的影響額 28 －

会計方針の変更を反映した期首残高 2,451 3,118

勤務費用 280 191

利息費用 35 22

数理計算上の差異の発生額 △8 296

退職給付の支払額 △80 △91

新規連結の影響 437 －

退職一時金制度廃止に伴う長期未払金への振替額 － △122

確定拠出年金制度への移行に伴う減少額 － △1,257

その他 3 －

退職給付債務の期末残高 3,118 2,159

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

　　該当事項はありません。
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（３）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

(百万円)

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 821 931

退職給付費用 200 154

退職給付の支払額 △155 △147

退職一時金制度廃止に伴う長期未払金への振替額 － △448

新規連結による影響額 65 7

退職給付に係る負債の期末残高 931 498

 

（４）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

(百万円)

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 4,050 2,657

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,050 2,657

   

退職給付に係る負債 4,050 2,657

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,050 2,657

（注）簡便法を適用した制度を含めております。

 

（５）退職給付費用及びその内訳項目の金額

(百万円)

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

勤務費用　（注）１ 480 346

利息費用 35 22

数理計算上の差異の費用処理額 △1 47

確定拠出年金制度への移行に伴う損益　（注）２ － △460

確定給付制度に係る退職給付費用 514 △43

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しております。

２．特別利益に計上しております。

 

（６）退職給付に係る調整額

　　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(百万円)

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

未認識数理計算上の差異 6 △249

合　計 6 △249
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（７）退職給付に係る調整累計額

　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

(百万円)

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △30 △280

合　計 △30 △280

 

（８）年金資産に関する事項

該当事項はありません。

 

（９）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

割引率 0.8％～1.5％ 0.2％～0.4％

予想昇給率

対象となる連結子会社の基準

日にて算出した年齢別昇給指

数を使用しております。

対象となる連結子会社の基準

日にて算出した年齢別昇給指

数を使用しております。

 

（10）その他の退職給付に関する事項

　　当連結会計年度における退職一時金制度から確定拠出年金制度への移行に伴う影響額は退職給付債務の減少

1,257百万円であります。

　　また、確定拠出年金制度への資産移換額は796百万円であり、８年間で移換する予定であります。なお、当連結

会計年度末時点の未移換額670百万円は、未払金、長期未払金に計上しております。

 

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度853百万円、当連結会計年度1,610百万円であ

ります。

 

４．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度13百万

円、当連結会計年度15百万円であります。

 

（１）複数事業主制度の直近の積立状況

　　関東ITソフトウェア厚生年金基金制度                                                         (百万円)

 
前連結会計年度

平成26年３月31日現在

当連結会計年度

平成27年３月31日現在

年金資産の額 252,293 299,860

年金財政上の数理債務の額と最低責任準

備金の額との合計額
227,330 268,707

差引額 24,963 31,153

 

（２）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

　　関東ITソフトウェア厚生年金基金制度

前連結会計年度　0.4％（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度　0.4％（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

（３）補足説明

　上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の当年度剰余金（前連結会計年度5,630百万円、当連結会計

年度6,190百万円）及び別途積立金（前連結会計年度19,332百万円、当連結会計年度24,963百万円）であります。

　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。

　なお、上記（２）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 

前連結会計年度

（平成27年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税否認額 588百万円 414百万円

未払事業所税否認額 221  223

賞与引当金 2,542  2,724

未払費用否認額 270  286

未払退職金否認額 10  51

税務上の繰越欠損金 409  115

その他 324  307

繰延税金資産（流動）小計 4,367  4,124

評価性引当額 △43  △137

繰延税金資産（流動）　計 4,324  3,987

    

繰延税金資産（固定）    

減価償却超過額 129  50

減損損失 184  185

税務上の繰延資産 374  341

投資有価証券評価損 40  42

資産除去債務 343  365

未払退職金否認額 1,495  1,391

未払役員退職慰労金否認額 260  192

税務上の繰越欠損金 918  759

関係会社整理損 54  －

その他 287  189

繰延税金資産（固定）小計 4,091  3,517

評価性引当額 △1,588  △1,650

繰延税金資産（固定）　計 2,502  1,867

繰延税金負債（固定）との相殺 △592  △333

繰延税金資産（固定）の純額 1,909  1,534

    

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △657  △873

資産除去債務に対応する除去費用 △2  －

商標権 △3,572  △3,089

その他 △0  △8

繰延税金負債（固定）　計 △4,232  △3,971

繰延税金資産（固定）との相殺 592  333

繰延税金負債（固定）の純額 △3,640  △3,638
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  0.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0  △0.0

住民税均等割 0.4  0.6

のれん償却額 6.1  6.1

持分法による投資損益 △0.1  0.1

持分変動損益 0.4  △0.1

評価性引当額 △1.0  0.2

税額控除 △2.5  △3.1

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.2  0.1

関係会社株式売却損益の連結修正 0.6  －

その他 1.3  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.2  36.8

 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年

度の32.34％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものについては

30.86％、平成30年４月１日以降のものについては30.62％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産（流動）が32百万円、繰延税金負債（固定）が49百万円それぞれ減少し、当連結会計年

度に計上された法人税等調整額が32百万円、その他有価証券評価差額金が48百万円、退職給付に係る調整累計額が

１百万円それぞれ増加しております。
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（企業結合等関係）

当連結会計年度(自平成27年４月１日　至平成28年３月31日)

取得による企業結合

㈱P&Pホールディングスの子会社化について

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称　㈱P&Pホールディングス及び同社子会社６社

事業の内容　　　　販売支援サービス、ストア支援サービス、人材サービス、その他アウトソーシングサー

ビスを行うグループ会社の経営管理及びそれに付帯する業務

 

（２）企業結合を行った主な理由

　テンプスタッフ㈱と㈱P&Pホールディングスが資本関係を構築することで、当社グループにおいては、

サービスラインナップの更なる強化、顧客企業並びに求職者に向けたサービス提供体制の拡充に繋がるこ

と、対象者においては、当社グループが保有する経営資源やノウハウを活用することで、両社の更なる企業

価値の向上、ひいては当社グループが目指す販売・営業支援領域におけるプレゼンスの強化実現のためで

す。

 

（３）企業結合日

平成27年６月29日

 

（４）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

企業結合の法的形式　　現金を対価とする株式取得

結合後企業の名称　　　企業結合後の名称変更はありません。

 

（５）取得した議決権比率

95.25％

 

（６）取得企業を決定するに至った主な根拠

テンプスタッフ㈱が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成27年７月１日から平成28年３月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 5,231百万円

取得原価  5,231百万円

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザー等に対する報酬・手数料等　　125百万円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

　　　　　1,997百万円

 

（２）発生原因

　主として、当社グループと被取得企業が有するインフラ、ブランド力の相互活用により、極めて有益なビ

ジネスシナジーの創出が可能になるものと判断し期待される超過収益力であります。

 

（３）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 5,471百万円

固定資産 714百万円

資産合計 6,185百万円

流動負債 2,545百万円

固定負債 217百万円

負債合計 2,763百万円

 

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

　　影響の概算額及びその算定方法

売上高 5,958百万円

営業利益 34百万円

経常利益 35百万円

税金等調整前当期純利益 △157百万円

親会社株主に帰属する

当期純利益
△159百万円

１株当たり当期純利益 △0.70円

 

　　（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。また、企業結合時に認識

されたのれんが当連結会計年度開始の日に発生したものとして償却額を算定しております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

Capita Pte. Ltd.の子会社化について

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称　Capita Pte. Ltd.及び同社子会社２社

事業の内容　　　　人材紹介、人材派遣、給与計算業務アウトソーシング、採用代行など

 

（２）企業結合を行った主な理由

　被取得企業は、シンガポールにて平成19年より現地ローカル企業及びマルチナショナル企業向けの人材紹

介、人材派遣事業を展開し、現地に根差した採用支援ノウハウ、豊富な顧客と求職者のデータベースを擁

し、急成長を遂げております。

　当社グループと被取得企業とは、平成24年11月からシンガポールにおいて日系企業向けの人材紹介、人材

派遣事業の合弁パートナーとして関係を築いておりましたが、今後のASEAN諸国における人材市場の成長を

見据えて、日系企業向けに限らず販路を拡大するために取得を行ったものです。

 

（３）企業結合日

平成27年10月16日

 

（４）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

企業結合の法的形式　　現金を対価とする株式取得

結合後企業の名称　　　企業結合後の名称変更はありません。

 

（５）取得した議決権比率

100％

 

（６）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。
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２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　被取得企業の決算日は12月31日であり、連結決算日と３ヶ月異なっております。企業結合のみなし取得日を

平成27年10月1日としているため、当連結会計年度には平成27年10月1日から平成27年12月31日までの業績を含ん

でおります。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 6,943百万円

取得原価  6,943百万円

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザー等に対する報酬・手数料等　　85百万円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

6,079百万円

 

（２）発生原因

　主として、当社グループと被取得企業が有するインフラ、ブランド力の相互活用により、極めて有益なビ

ジネスシナジーの創出が可能になるものと判断し期待される超過収益力であります。

 

（３）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,853百万円

固定資産 109百万円

資産合計 1,962百万円

流動負債 1,092百万円

固定負債 5百万円

負債合計 1,098百万円

 

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

　　影響の概算額及びその算定方法

売上高 3,948百万円

営業利益 △178百万円

経常利益 △144百万円

税金等調整前当期純利益 △144百万円

親会社株主に帰属する

当期純利益
△199百万円

１株当たり当期純利益 △0.87円

 

　　（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結

損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。また、企業結合時に認識

されたのれんが当連結会計年度開始の日に発生したものとして償却額を算定しております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

（資産除去債務関係）

　当社グループは、事務所等の不動産賃借契約に基づき、退去時における現状回復に係る債務を資産除去債務と

して認識しております。

　なお、賃借契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当該不

動産賃借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担

に属する金額を費用に計上する方法によっております。

　この見積りにあたり、使用見込期間は、不動産賃借契約開始からの平均退去年数である6～9年を用いておりま

す。
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　また、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額のうち、当連結会計年度の負担に属する金額は189

百万円であり、当連結会計年度末において敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は2,294百万円で

あります。

 

（賃貸等不動産関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループは、平成27年３月期、グループ経営の効率化と経営資源の最適配分を目指すべくマネジメントライン

の再構築を行い「派遣」「BPO」「ITO」「エンジニアリング」「メディア」「キャリア」「NED」の７つの報告セグ

メントにて運営いたしました。

　当連結会計年度から更なるセグメント機能の充実と関連する事業の連携強化を図るため、セグメントの一部を再編

し、「派遣・BPO」「ITO」「エンジニアリング」「リクルーティング」の４つのセグメント体制へ移行いたしまし

た。各セグメントにおける戦略立案機能及び推進力の強化を図る一方、グループ全体を統括する機能別役割の強化や

責任の明確化を進め、当社グループを取り巻く変化の早い事業環境に対し機動的な経営判断を実現し、各事業におけ

る成長速度の引き上げを目指してまいりました。

　新たな構成は、従前のセグメント区分「派遣」及び「BPO」を１つのセグメント「派遣・BPO」へ、また「メディ

ア」及び「キャリア」を１つのセグメント「リクルーティング」へそれぞれ統合いたしました。なお、従前「NED」

に含めておりました事業につきましては、派遣労働者の給与計算業務等を行うシェアードサービス機能を「派遣・

BPO」へ編入し、障がい者就業支援、海外留学支援サービス等を「リクルーティング」へ編入いたしました。「NED」

に含めておりました上記以外の、グループ全体の機能別役割であるシェアードサービス、教育研修、保育等の人材

サービス等については、新たな４つのセグメントに含めず「その他」に含めております。また、グループ全体を統括

する機能別役割や責任の明確化を図り、セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、管理部門等に係る費

用の配賦方法を各セグメントの事業実態に即した合理的な基準を設け配賦する方法へ変更しております。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報は、当連結会計年度の報告セグメントの区分に基づき作成しております。

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却後）ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「企業結合に関する会計基準」等を適用し、支配が継続

している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発

生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の

連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。

　なお、この変更によるセグメント損益に与える影響は軽微であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

 

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
派遣・
BPO

ITO
エンジニ
アリング

リクルー
ティング

計

売上高          

外部顧客への
売上高

295,146 18,645 23,821 60,983 398,597 2,365 400,962 94 401,056

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

826 3,814 75 1,238 5,954 762 6,717 △6,717 －

計 295,973 22,459 23,897 62,222 404,551 3,127 407,679 △6,623 401,056

セグメント利益 13,962 1,719 1,051 4,907 21,641 187 21,829 1,641 23,470

セグメント資産 120,000 16,293 14,436 61,080 211,811 1,052 212,863 15,800 228,663

その他の項目          

減価償却費
（注）４

539 177 197 1,500 2,415 16 2,431 317 2,749

持分法適用会
社への投資額

279 － － － 279 － 279 － 279

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額
（注）４

358 135 293 957 1,744 73 1,818 374 2,193

減損損失 385 － － 76 462 － 462 － 462

のれんの償却
額

784 622 375 2,460 4,243 － 4,243 － 4,243

のれんの未償
却残高

19,163 8,997 2,291 35,570 66,023 － 66,023 － 66,023
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　当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

 

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
派遣・
BPO

ITO
エンジニ
アリング

リクルー
ティング

計

売上高          

外部顧客への
売上高

400,627 19,076 24,038 70,846 514,589 2,879 517,468 129 517,597

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

1,227 5,624 31 945 7,828 1,223 9,052 △9,052 －

計 401,854 24,701 24,070 71,792 522,418 4,102 526,520 △8,922 517,597

セグメント利益 17,459 1,857 1,532 6,612 27,462 141 27,604 448 28,052

セグメント資産 122,450 19,692 14,705 74,886 231,735 2,460 234,195 2,042 236,238

その他の項目          

減価償却費
（注）４

601 135 178 1,555 2,471 15 2,487 574 3,061

持分法適用会
社への投資額

290 － － 359 649 － 649 － 649

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額
（注）４

1,545 331 311 1,080 3,269 4 3,274 1,356 4,631

減損損失 347 － － － 347 － 347 45 392

のれんの償却
額

2,156 622 375 2,139 5,294 － 5,294 － 5,294

のれんの未償
却残高

19,181 8,374 1,916 40,829 70,302 － 70,302 － 70,302

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ全体の機能

別役割であるシェアードサービス、教育研修、保育等の人材サービス等を含んでおります。

　　　２. 調整額の内容は以下のとおりであります。

　　　　　（セグメント利益）

（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △6,640 △6,250

全社収益※１ 12,643 10,942

全社費用※２ △4,361 △4,243

合計 1,641 448

　　　　　※１．全社収益は、主にグループ会社からの業務管理料及び受取配当金であります。

　　　　　※２．全社費用は、主に当社におけるグループ管理に係る費用であります。

 

         （セグメント資産）

（単位：百万円）

 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間消去 △21,697 △23,764

全社資産※３ 37,497 25,807

合計 15,800 2,042

　　　　　※３．全社資産は、主に当社の現金及び預金、投資有価証券、貸付金並びに管理部門に係る資産であり

ます。

 

　　　３. セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

４．「減価償却費」と「有形固定資産及び無形固定資産の増加額」には、長期前払費用と同費用に係る償却

額が含まれております。
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【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報として同様の情報が開示がされているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

セグメント情報として同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

セグメント情報として同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

種
類

会社等の名
称又は氏名

所在
地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役
員

篠原欣子 － － 当社取締役
（被所有）
直接　26.4

不動産の賃
借

不動産賃
借料の支
払

59
その他
(前払費
用)

5

保証金の
差入

－

差入保証
金
 

その他
(長期前払
費用)

30
 
 
0
 

（注）１．上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

不動産賃借料及び差入保証金の金額は、近隣の取引実態に準じた契約に基づいて決定しております。

３．議決権等の所有（被所有）割合については、発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しており

ます。

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

種
類

会社等の名
称又は氏名

所在
地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又は
職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役
員

篠原欣子 － － 当社取締役
（被所有）
直接　24.7

不動産の賃
借

不動産賃
借料の支
払

57
その他
(前払費
用)

4

保証金の
差入

－

差入保証
金
 

その他
(長期前払
費用)

25
 
 
0
 

（注）１．上記の金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

不動産賃借料及び差入保証金の金額は、近隣の取引実態に準じた契約に基づいて決定しております。

３．議決権等の所有（被所有）割合については、発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しており

ます。

 

２．親会社及び重要な関連会社に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 449円03銭 542円45銭

１株当たり当期純利益金額 61円21銭 75円76銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 57円02銭 73円73銭

（注）１．当社は、平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
13,424 17,356

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
13,424 17,356

期中平均株式数（千株） 219,316 229,094

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 16,103 6,327

（うち転換社債型新株予約権付社債） （16,103） （ 6,327）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

－ －
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（重要な後発事象）

Kelly Services, Inc.との合弁事業化契約の締結及び子会社の異動について

　当社は、平成28年４月８日開催の取締役会において、アジア・パシフィック地域における事業拡大のため、Kelly

Services, Inc.（以下「ケリーサービス」といいます。）と合弁事業化契約を締結することを決議し、平成28年４月

11日付にて契約を締結しました。また、当該合弁事業の開始に伴い、今後ケリーサービスのアジア・パシフィック地

域の子会社株式を取得し連結子会社化する予定であります。

 

１．合弁事業化の目的

当社グループは、「雇用の創造、人々の成長、社会貢献」の企業理念のもと、アジアを代表する人材サービスの

リーディングカンパニーを目指し、日本国内外の事業基盤の強化を実施しております。

当社グループの海外事業は、アジアを中心に海外８ヵ国/地域35拠点にて人材紹介や人材派遣、人事コンサル

ティングサービスを展開しております。中国・韓国・台湾等を北アジア地域、ベトナム以南を南アジア地域とし、

それぞれ香港・シンガポールに統括会社を設置し、戦略立案から実行まで機動的に運営可能な体制整備を進めてお

り、北アジア地域においては、ケリーサービスとの合弁事業を平成24年11月から開始し、組織・営業拠点の融合は

順調に進んでおります。

当該合弁事業化契約に基づき、北アジア地域に加え、南アジア地域及びインド、オーストラリア、ニュージーラ

ンドにおいても、同社と合弁事業を開始することで、両社の持つノウハウ、取引先企業、求職者を共有し、当該地

域におけるプレゼンスを高めてまいります。

 

２．合弁事業化の具体的な内容

現在ケリーサービスの100％子会社であるKelly Services (Singapore) Pte. Ltd.を、アジア・パシフィック地

域の統括会社として合弁会社化し、当該合弁会社の傘下に、当社の南アジア地域の子会社、既に合弁事業化してい

る北アジア地域の子会社及びケリーサービスのシンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、インド、オース

トラリア及びニュージーランドの子会社・事業（アウトソーシング及びコンサルティングサービスを提供するKelly

OCG事業は除く）を現物出資等により移転することを予定しております。その結果、当該地域全体にわたる合弁事業

を形成し、「TS Kelly Asia Pacific」として運営してまいります。また、当該合弁会社に、当社及びケリーサービ

スのメンバーで構成する統括組織を設け、アジア・パシフィック地域全体の運営管理、経営戦略の策定にあたりま

す。当該合弁会社の最終的な出資比率は、当社51％、ケリーサービス49％を予定しており、当該合弁事業化によ

り、ケリーサービスのアジア・パシフィック地域の子会社14社が新たに当社の連結子会社となります。

※当社は、南アジア地域及びTS Kelly Workforce Solutions Limited.（北アジア地域の子会社を含む）の子会社株

式をKelly Services (Singapore) Pte. Ltd.へ現物出資、有償譲渡によるケリーサービスからの当該合弁会社株

式の部分取得、当該合弁会社による第三者割当増資の引き受けの組み合わせにより、当該合弁会社の株式を取得

予定であります。またケリーサービスは、対象となる子会社株式を当該合弁会社へ現物出資し、当該合弁会社よ

り新株割当を受ける予定であります。

 

３．合弁会社の概要（合弁事業化の開始以降）

（１）名称 Kelly Services (Singapore) Pte. Ltd.

（２）所在地 シンガポール

（３）事業内容 人材紹介、人材派遣、アウトソーシング

（４）出資比率 当社　51％

ケリーサービス　49％

 

４．合弁相手先（ケリーサービス）の概要

（１）名称 Kelly Services, Inc.

（２）所在地 米国　ミシガン州トロイ

（３）事業内容 人材紹介、人材派遣、紹介予定派遣、アウトソーシング、コンサルティングサービス
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５．異動する主要な子会社の概要

Kelly Services (Singapore) Pte. Ltd.

（１）名称 Kelly Services (Singapore) Pte. Ltd.

（２）所在地 シンガポール

（３）事業内容 人材紹介、人材派遣、アウトソーシング

（４）資本金 51百万シンガポールドル

 

BTI Consultants (India) Pvt. Ltd.

（１）名称 BTI Consultants (India) Pvt. Ltd.

（２）所在地 インド

（３）事業内容 人材紹介、人材派遣、アウトソーシング

（４）資本金 893百万インドルピー

 

KSAU Pty Ltd.

（１）名称 KSAU Pty Ltd.

（２）所在地 オーストラリア

（３）事業内容 人材紹介、人材派遣、アウトソーシング

（４）資本金 13百万米国ドル（予定）

 

６．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

（１） 異動前の所有株式数 0株（議決権の数：0個、所有割合：0％）

（２） 取得株式数（予定） 67,690,845株（議決権の数：67,690,845個）

（３） 取得価額（予定） Kelly Services (Singapore) Pte. Ltd.普通株式 119百万米国ドル

※但し、当社の現金支出予定額は36百万米国ドル

（４） 異動後の所有株式数（予定）

 

67,690,845株

（議決権の数：67,690,845個、所有割合：51.0％）

 

７．日程

　　合併事業化開始　　平成28年７月上旬（予定）

８．支払資金の調達方法

　　自己資金による
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

テンプホールディ

ングス㈱

130％コールオプション条項

付第２回無担保転換社債型

新株予約権付社債（注）

平成25年９月17日 14,798 851 － なし 平成30年９月19日

合計 － － 14,798 851 － － －

（注）１．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

銘柄
130％コールオプション条項付

第２回無担保転換社債型
新株予約権付社債

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償

株式の発行価格（円）（注）２ 929.1

発行価額の総額（百万円） 15,000

新株予約権の行使により発行した株式の

発行価額の総額（百万円）
14,149

新株予約権の付与割合（％） 100.0

新株予約権の行使期間
自　平成25年11月１日

至　平成30年９月14日

    （注）１.なお、本新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全

額の償還に代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。

また、新株予約権が行使されたときには、当該請求があったものとみなします。

    　　　２.株式の発行価格は、平成27年６月19日開催の第７回定時株主総会において決議された剰余金の配当が、

130％コールオプション条項付第２回無担保転換社債型新株予約権付社債の社債要項に定める「特別配

当」に該当したことに伴い、社債要項の転換価額調整条項に従って2,789円から2,787.3円へ調整されま

した。また、平成27年10月29日付で行った１株を３株とする株式分割により、929.1円に調整されてお

ります。

 

　　 ２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

－ － 851 － －
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 15,099 787 2.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 4,640 4,640 0.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 110 106 0.6 －

長期借入金（１年以内に返済予定のもの

を除く。）
13,920 24,993 0.4 平成29年～34年

リース債務（１年以内に返済予定のもの

を除く。）
187 80 0.8 平成29年～33年

計 33,957 30,608 － －

（注）１.平均利率は、借入金等の当連結会計年度末残高に対する加重平均利率として算定しております。

２.長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

（単位：百万円）

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 4,640 4,640 10,000 －

リース債務 59 18 3 0

 

【資産除去債務明細表】

　注記事項の(資産除去債務関係)に同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 119,173 246,106 375,826 517,597

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
7,171 13,979 21,312 28,982

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万

円）

4,190 8,104 12,669 17,356

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
19.02 36.10 55.70 75.76

 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
19.02 17.16 19.48 19.99

（注）当社は、平成27年10月29日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,708 6,265

売掛金 ※ 231 ※ 363

前払費用 380 542

繰延税金資産 141 100

未収入金 1,321 1,133

短期貸付金 ※ 2,000 －

ＣＭＳ預け金 ※ 5,147 ※ 3,140

その他 ※ 700 ※ 1,320

流動資産合計 14,630 12,867

固定資産   

有形固定資産   

建物 223 646

構築物 1 1

工具、器具及び備品 89 421

土地 284 284

建設仮勘定 － 43

有形固定資産合計 599 1,396

無形固定資産   

ソフトウエア 13 734

ソフトウエア仮勘定 47 205

その他 0 0

無形固定資産合計 60 940

投資その他の資産   

投資有価証券 3,309 3,399

関係会社株式 88,911 98,712

長期貸付金 ※ 8,600 ※ 2,485

長期前払費用 10 19

その他 3,267 4,500

投資その他の資産合計 104,098 109,117

固定資産合計 104,758 111,454

資産合計 119,389 124,321
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 15,000 －

1年内返済予定の長期借入金 4,640 4,640

未払金 ※ 626 ※ 1,560

未払費用 276 491

未払消費税等 99 7

預り金 9 14

ＣＭＳ預り金 － ※ 4,839

賞与引当金 100 127

役員賞与引当金 27 47

その他 0 6

流動負債合計 20,780 11,734

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 14,798 851

長期借入金 13,920 24,993

繰延税金負債 346 355

その他 ※ 151 ※ 235

固定負債合計 29,215 26,435

負債合計 49,995 38,169

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,081 17,055

資本剰余金   

資本準備金 8,581 15,555

その他資本剰余金 36,583 36,583

資本剰余金合計 45,164 52,138

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 13,739 16,481

利益剰余金合計 13,739 16,481

自己株式 △316 △327

株主資本合計 68,669 85,346

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 724 805

評価・換算差額等合計 724 805

純資産合計 69,393 86,151

負債純資産合計 119,389 124,321
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 ※２ 8,720 ※２ 8,862

売上総利益 8,720 8,862

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 2,769 ※１,※２ 3,192

営業利益 5,950 5,670

営業外収益   

受取利息 ※２ 177 ※２ 94

受取配当金 ※２ 47 ※２ 48

その他 11 3

営業外収益合計 235 146

営業外費用   

支払利息 ※２ 227 ※２ 142

支払手数料 1 78

その他 － 7

営業外費用合計 229 228

経常利益 5,956 5,588

特別利益   

投資有価証券売却益 8 －

特別利益合計 8 －

特別損失   

減損損失 － 45

特別損失合計 － 45

税引前当期純利益 5,965 5,543

法人税、住民税及び事業税 18 39

法人税等調整額 △141 40

法人税等合計 △123 80

当期純利益 6,089 5,463
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 9,980 8,480 36,583 45,063 9,696 9,696 △313 64,427

当期変動額         

新株の発行 101 101  101    202

剰余金の配当     △2,046 △2,046  △2,046

当期純利益     6,089 6,089  6,089

自己株式の取得       △3 △3

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 101 101 - 101 4,042 4,042 △3 4,241

当期末残高 10,081 8,581 36,583 45,164 13,739 13,739 △316 68,669

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,039 1,039 65,466

当期変動額    

新株の発行   202

剰余金の配当   △2,046

当期純利益   6,089

自己株式の取得   △3

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△314 △314 △314

当期変動額合計 △314 △314 3,926

当期末残高 724 724 69,393
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当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 10,081 8,581 36,583 45,164 13,739 13,739 △316 68,669

当期変動額         

新株の発行 6,973 6,973  6,973    13,947

剰余金の配当     △2,721 △2,721  △2,721

当期純利益     5,463 5,463  5,463

自己株式の取得       △11 △11

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 6,973 6,973 - 6,973 2,741 2,741 △11 16,677

当期末残高 17,055 15,555 36,583 52,138 16,481 16,481 △327 85,346

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 724 724 69,393

当期変動額    

新株の発行   13,947

剰余金の配当   △2,721

当期純利益   5,463

自己株式の取得   △11

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

80 80 80

当期変動額合計 80 80 16,758

当期末残高 805 805 86,151
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【注記事項】

（重要な会計方針）

（１）資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

   ①　子会社及び関連会社株式………移動平均法による原価法を採用しております。

   ②　その他有価証券

時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

デリバティブの評価基準及び評価方法

　デリバティブ……………………時価法を採用しております。

 

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産………………………定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）は定額法）を採用しております。

無形固定資産………………………定額法を採用しております。

 

（３）引当金の計上基準

①　賞与引当金………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負

担額を計上しております。

②　役員賞与引当金…………………役員に対する賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上

しております。

 

（４）重要なヘッジ会計の方法

①　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利通貨スワップについては一体処理(特例処理、振当処

理)によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・金利通貨スワップ

　ヘッジ対象・・・長期借入金

③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスク及び為替変動リスクを低減することを目的として金利通貨スワップ取引を行っておりま

す。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　リスク管理方針に従って、金利通貨スワップを一体処理しているため有効性の評価を省略しております。

 

（５）その他財務諸表作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理………………税抜方式によっております。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更

しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項

(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

これによる財務諸表に与える影響はありません。
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（表示方法の変更）

（貸借対照表関係）

　前事業年度において「流動資産」の「短期貸付金」に含めて表示しておりました「ＣＭＳ預け金」は、取引の

実態をより明瞭にするため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組み替えを行っております。この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動

資産」の「短期貸付金」に表示していた7,147百万円は、「短期貸付金」2,000百万円、「ＣＭＳ預け金」5,147百

万円として組み替えております。

 

（損益計算書関係）

　前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、金額的重要

性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業

年度の財務諸表の組み替えを行っております。この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の

「その他」に表示していた１百万円は、「支払手数料」１百万円として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

短期金銭債権 8,105百万円 4,815百万円

短期金銭債務 190 5,501

長期金銭債権 8,600 2,485

長期金銭債務 32 32

 

（損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属するも

のであります。

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

役員報酬 150百万円 139百万円

給与手当 654 905

役員賞与引当金繰入額 27 47

賞与引当金繰入額 100 127

業務委託費 543 816

減価償却費 29 206

差入保証金償却 694 441

 

※２　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

営業取引   

営業収益 8,605百万円 8,750百万円

営業費用 133 589

営業取引以外の取引高 315 111

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分
前事業年度

（平成27年３月31日）

当事業年度

（平成28年３月31日）

子会社株式 88,868 98,669

関連会社株式 42 42

　上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ

ります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）

 

 

当事業年度

（平成28年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税否認額 2百万円 27百万円

賞与引当金 33  39

役員賞与引当金 9  14

未払費用否認額 9  10

税務上の繰越欠損金 86  6

その他 1  1

繰延税金資産（流動）小計 141  100

評価性引当額 －  －

繰延税金資産（流動）計 141  100

    

繰延税金資産（固定）    

関係会社株式評価損 292  325

税務上の繰延資産 26  17

税務上の繰越欠損金 180  186

資産除去債務 225  331

減損損失 －  13

その他 3  2

繰延税金資産（固定）小計 728  876

評価性引当額 △728  △876

繰延税金資産（固定）計 －  －

    

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △346  △355

繰延税金負債（固定）計 △346  △355

繰延税金負債（資産）の純額（固定） △346  △355

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）

 

 

当事業年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △39.3  △34.7

住民税均等割等 0.1  0.1

評価性引当額 1.3  3.7

その他 0.2  △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △2.0  1.5
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年3月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算（ただし、平成28年4月1日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の

32.34%から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものについては

30.86％、平成30年４月１日以降のものについては30.62％にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産（流動）が7百万円、繰延税金負債（固定）が19百万円、それぞれ減少し、当事業年度

に計上された法人税等調整額が7百万円、その他有価証券評価差額金が19百万円それぞれ増加しております。

 

 

（企業結合等関係）

当連結会計年度(自平成27年４月１日　至平成28年３月31日)

取得による企業結合

　連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

 

（重要な後発事象）

Kelly Services, Inc.との合弁事業化契約の締結及び子会社の異動について

　「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項　（重要な後発事象）」をご参照くだ

さい。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産

建物 223 546 - 123 646 180

構築物 1 0 - 0 1 6

工具、器具及び備品 89 487
7

(7)
148 421 153

土地 284 - - - 284 -

建設仮勘定 - 124 81 - 43 -

計 599 1,158 89 272 1,396 340

無形固定資産

ソフトウエア 13 869
37

(37)
111 734 -

ソフトウエア仮勘定 47 312 154 - 205 -

その他 0 - - - 0 -

計 60 1,182 191 111 940 -

　（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額のうち主なものは以下のとおりであります。

　　建物　　　　　　　　　　　　豊洲オフィス　電気設備工事　　　　　　　　　　 19百万円

　　建物　　　　　　　　　　　　豊洲オフィス　内装工事　　　　　　　　　　　　 20百万円

　　工具、器具及び備品　　　　　グループITインフラ統合に係る機器投資　　　　　 47百万円

　　工具、器具及び備品　　　　　電話環境刷新　機器投資　　　　　　　　　　　　 81百万円

　　工具、器具及び備品　　　　　Exadate導入　 機器投資　　　　　　　　　　　　 24百万円

　　ソフトウエア　　　　　　　　グループITインフラ統合に係る投資　　　　　　　454百万円

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 100 127 100 127

役員賞与引当金 27 47 27 47

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とします。

ただし、事故その他止むを得ない事由により、電子公告をすることができな

いときは、日本経済新聞に掲載します。

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）　単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定款に定めております。

(１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(２）会社法第166条第１項の規定により請求をする権利

(３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(４）当社の株式取扱規程に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数

の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第７期）（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）平成27年６月22日関東財務局長に提

出。

（２）内部統制報告書及びその添付書類

平成27年６月22日関東財務局長に提出。

（３）四半期報告書及び確認書

（第８期第１四半期）（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）平成27年８月11日関東財務局長に提出。

（第８期第２四半期）（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）平成27年11月11日関東財務局長に提出。

（第８期第３四半期）（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）平成28年２月12日関東財務局長に提出。

（４）臨時報告書

　平成27年６月22日関東財務局長に提出。

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（議決権行使結果）の規定に基づく臨時報告書

であります。

（５）臨時報告書

　平成27年６月24日関東財務局長に提出。

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づ

く臨時報告書（連結子会社による公開買付け）であります。

（６）臨時報告書

　平成28年４月14日関東財務局長に提出。

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づ

く臨時報告書（特定子会社の異動）であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成２８年６月１６日

テンプホールディングス株式会社  

 取　 締　 役　 会　 御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 小　　野　　敏　　幸　　㊞

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山　　田　　　　　円　　㊞

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 杉　　原　　伸 太 朗　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているテンプホールディングス株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査

を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、テン

プホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、テンプホールディングス株

式会社の平成２８年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、テンプホールディングス株式会社が平成２８年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま
す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成２８年６月１６日

テンプホールディングス株式会社  

 取　 締　 役　 会　 御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 小　　野　　敏　　幸　　㊞

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山　　田　　　　　円　　㊞

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 杉　　原　　伸 太 朗　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているテンプホールディングス株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第８期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、テンプ

ホールディングス株式会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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